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凡例 

本文及び表中の【 】内は参照すべき項目を示す。 

「P 」は本計画での掲載ページ。「指 」は環境省「災害廃棄物対策指針」の項目。

「技 」は同技術資料の項目。「参 」は同参考資料の項目。  
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第１章 基本的事項 

 

第１節 計画改訂の目的及び必要性 

川口市は、本市の地域に係る災害について、予防計画、応急計画、受援計画・応

援計画、復旧・復興計画などに関する事項を定め、防災活動を総合的かつ計画的に

実施します。そこで市民の生命・身体及び財産を保護することを目的に、災害対策

基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、川口市防災会議が平成

26 年 3 月に「川口市地域防災計画（共通編、震災対策編、風水害・大規模火災・特

殊災害対策編、資料編）」（以下「地域防災計画」という。）を策定しました。 

この「地域防災計画」は災害時における減災の強化を目標とし、地震等による被

害の発生予防及び軽減に努めるため「国の防災計画」及び「埼玉県地域防災計画」

に基づき全面改訂されたものです。 

また、環境省は、東日本大震災及び近年全国各地で発生した大雨・竜巻・台風等

への対応から得られた様々な経験や知見を踏まえ、平成 10 年に策定された「震災

廃棄物対策指針」、平成 17 年に策定された「水害廃棄物対策指針」を統合した、「災

害廃棄物対策指針」を平成 26 年 3 月に策定しました。 

本計画は、改訂された「地域防災計画」及び「災害廃棄物対策指針」に基づき、

想定される災害に対する事前の体制整備及び市民・事業者・行政の連携に基づく災

害廃棄物の円滑な処理を推進するため、埼玉県災害廃棄物処理の手引き、第 6次川

口市一般廃棄物処理基本計画（以下「基本計画」という。）との整合を図って、平成

20 年 3 月に策定された川口市災害廃棄物処理計画を改訂するものです。 
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第２節 計画の位置付け 

図 1 に本計画の位置付けを示します。 

なお、本計画は地域防災計画や被害想定が見直された場合など前提条件に変更が

あった場合、さらに、地域にかかる社会情勢の変化や今後新たに本計画が対象とし

ている災害による被害が発生した場合等には、必要に応じて見直しをします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本計画の位置付け 

 

災害発生時には、被害状況等の情報収集を行い、本計画に基づき本市が処理すべ

き災害廃棄物の量を推計し、対処すべき組織、処理方法、処理期間等の方針及び具

体的な内容について、川口市災害廃棄物処理実施計画として取りまとめます。 

 

  

 
第４次川口市総合計画 

川口市地域防災計画 

第６次川口市 
一般廃棄物処理基本計画

川口市 
災害廃棄物処理計画

川口市災害廃棄物処理実施計画

環境省 
災害廃棄物対策指針 

埼玉県 
災害廃棄物処理の手引 
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第３節 計画対象区域 

本計画の対象区域は川口市全域とします。 

 

 

第４節 対象廃棄物 

本計画において対象とする廃棄物は、地震災害、水害、及びその他自然災害の発

生により平常時と異なる対応が必要となる廃棄物とし、その概要を表１に示します。 

なお、表 1 の「一般廃棄物」と区分している一般ごみ、粗大ごみ、資源物、し尿

及び浄化槽汚泥等、被災しなかった地区などから平常時と同様に排出される一般廃

棄物についても、災害廃棄物と併せて処理する必要があることから、対象とします。 

 

表 1 本計画の対象廃棄物 

区  分 内   容 

災害廃棄物 

①がれき：損壊建物の撤去等に伴って発生するコンクリートがら、

廃木材等 

②適正処理が困難な廃棄物：アスベスト、ＰＣＢ、プロパンガスボ

ンベ、消火器等適正処理が困難な廃棄物 

③一般ごみ等：災害により発生した一般ごみ、資源物等 

④粗大ごみ：災害により一時的に大量に発生した家具類、家電製品

等 

⑤し尿：避難所等の仮設トイレ等からの汲み取りし尿 

一般廃棄物 
一般ごみ、粗大ごみ、資源物、有害ごみ、乾電池 

し尿、浄化槽汚泥 

 

 

 

第５節 市及び市民・事業者の役割 

５．１ 市の役割 

市は、地域防災計画に基づき、地域に係る災害について予防対策、応急対

策、復旧・復興対策など防災活動を総合的かつ計画的に実施することにより、

市民の生命・身体及び財産を災害から保護します。 

また、本計画に基づき組織体制の整備、情報伝達・広報・啓発、支援・協

力体制の整備、廃棄物処理施設の予防対策、応急・復旧・復興対策、し尿処

理対策を計画的に実施し、災害時に発生する廃棄物の処理を、迅速かつ的確

に行います。 
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災害廃棄物処理における環境部の役割を以下に示します。 

・災害廃棄物の発生量を推計するとともに、処理・処分の方法、処理の月

別進行計画、最終処理完了の時期等を含めた災害廃棄物処理実施計画を

作成し、災害時の応急体制を確立する。 

・一般廃棄物処理施設の耐震化を進めるとともに補修等に必要な資機材

の備蓄を行い収集車両や機器等を常時整備し、緊急時に対応できる体制

を整備する。 

・仮設トイレ等の備蓄について担当部局と情報を共有し、迅速かつ円滑に

し尿収集運搬作業が行える収集体制を整備する。 

・近隣の自治体及び廃棄物関係団体等と調整し、災害時の相互協力体制を

構築する。 

・一時保管場所候補地の選定、設置、維持、管理等を行う。 

・災害廃棄物の収集・処理に必要な人員・車両等の資機材が不足する場合

には、周辺自治体、埼玉県に対して支援の要請を行う。 

・災害対策本部を通じて川口市災害ボランティアセンターと支援内容等

について調整を行う。 

・市民、関係団体等に対する啓発を行う。 

  

５．２ 市民及び事業者の役割 

災害発生時の廃棄物処理を軽減するには、市の役割を実行するだけでは限

界があり、市民及び事業者が相互に連携・協力しながら対策を講じ、また災

害時に率先して行動する事が重要となります。そのため、日常より市や各種

の情報媒体で取り上げられる防災対策に目を向け、実践します。また、自主

防災組織に参加するなどして地域における連携体制を構築し、地域ぐるみで

衛生的で安全な生活環境の保持を図る必要があります。 

市民及び事業者は平常時から、ごみの分別の徹底を行い、災害時にも同様

の分別が行えるようにするとともに、市が行う災害廃棄物等の処理について、

必要な協力を行います。 

5.2.1 市民の役割 

  ・災害時においてもごみの分別に努め、排出ルールを守り、廃棄物の円滑な

処理に協力する。 

・本計画及び災害廃棄物処理実施計画に基づき市が発信する情報に従い、災

害廃棄物等の円滑な処理に協力する。 

・ごみの野焼き、便乗ごみの排出及び指定場所以外への排出は行わない。 
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5.2.2 事業者の役割 

・災害廃棄物を自己処理責任において処理する事業者においては、適切な分

別と再利用・再資源化に努める。 

・本市が行う災害廃棄物の処理について、必要な資機材の提供、災害時のご

み等の分別・排出方法に従う等、必要な協力を行う。 

 

第６節 災害廃棄物処理の基本方針 

災害廃棄物の処理にあたっての基本方針は以下のとおりとします。 

 

【基本方針】 

①予防対策の推進 

災害時に発生する膨大な廃棄物を円滑かつ安全に処理するとともに、処理すべき災

害廃棄物を最小化するための予防対策を推進します。 

②応急対策の推進 

災害発生時、直ちに被害状況を把握し、迅速で適正な処理を行うため、組織体制・

連絡体制の整備を推進するとともに、収集運搬・処理・処分の実施方法を定めるなど

安定した処理体制を構築します。 

③計画的な処理の推進 

災害発生後、時間の経過とともに災害廃棄物に対する対応の方法も変化することが

予測されることから、段階毎の状況を想定した上で計画的な処理体制を構築し、処理

を推進します。 

④環境保全、資源の再使用・再利用に配慮した処理の推進 

災害廃棄物の処理に際しては、可能な限り環境の保全、資源の有効活用に配慮した

処理・処分を推進します。 

⑤安全作業の確保 

災害時の処理業務は、廃棄物の量・質の変化、危険物や処理困難物の発生・混入、

作業条件の悪化など、作業員に対して過剰な負荷がかかることが予測されるため、作

業員の健康管理及び作業の安全性の確保を図ります。 

⑥処理体制の強化 

災害時に備え、県・周辺の自治体と調整し、相互協力体制を整備するとともに、災

害廃棄物の仮置や処理の支援など市民・事業者の協力を仰げるよう協力体制の強化に

努めます。 

⑦リサイクルの推進 

災害廃棄物を実施計画や復興事業の進捗にあわせて分別・処理・再資源化を行うこ

とで、地域の復興等に役立て、災害廃棄物の処理・処分量を軽減し、効率的な処理を

行います。 
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第７節 災害廃棄物等処理の基本的な流れ 

７．１ 発災後の時期区分と特徴 

      発災後は人命救助が優先される「初動期」、避難所ごみを含む災害廃棄物

への対応や一時保管場所の設置・受け入れ等が主体となる「応急対応」、発

災以前の状態に戻すための災害廃棄物の処理や再資源化が主体となる「復

旧・復興」の各段階があり、それぞれの時期区分ごとの特徴に応じた対応を

行います。 

      表 2 に発災後の時期区分と特徴を示します。 

 

表 2 発災後の時期区分と特徴 

時期区分 時期区分の特徴 時間の目安 

初動期 人命救助が優先される時期（体制整備、被害状況の確

認、必要な資機材の確保を行う） 

発災後数日間 

応急対応 

（前半） 

避難所生活が本格化する時期（主に優先的な処理が必

要な災害廃棄物を処理する期間） 

～3週間程度 

応急対応 

（後半） 

人や物の流れが回復する時期（災害廃棄物の本格的な

処理に向けた準備を行う期間） 

～3ヶ月程度 

復旧・復興 避難所生活が終了する時期（一般廃棄物処理の通常業

務化が進み、災害廃棄物の本格的な処理の期間 

～3年程度 

※災害廃棄物対策指針 表 1-3-1 より 

 

 

７．２ 災害廃棄物等（し尿を除く）の処理に係る基本フロー 

災害廃棄物等（し尿を除く。この節において同じ。）の処理に係る基本フロ

ーを図 2 に示します。 

災害廃棄物は、選別を徹底し、資源化を推進することにより処理・処分量

を削減し、適正に処理します。また、被災していない家庭や避難所等から発

生する一般ごみ、粗大ごみ、資源物等は、極力平常時と同様の収集運搬を維

持することを基本にしますが、災害規模に応じて弾力的に運用し、処理を行

います。 
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図 2 災害廃棄物等(し尿を除く)の処理に係る基本フロー 

 

一般廃棄物を排出する際は、平常時と同様に一般ごみ、資源物、粗大ごみ

等に分別し排出することを基本とします。 

一般ごみは、焼却施設で、資源物、粗大ごみ等は、資源化施設、破砕処理

施設で処理を行います。 

避難所、避難場所等から排出される一般廃棄物については、家庭の収集運

搬ルートに組み込んで、定期的に収集することを基本とします。 

災害廃棄物は、被災現場で、木くず、可燃物、コンクリート塊等に分別す

ることを基本とします。 

なお、災害廃棄物においても、直接資源化できるものや中間処理後に発生

災害廃棄物 

現場での選別 

一時保管場所での選別・保管 

一般ごみ 

焼却施設

リサイクル リサイクル 

委託処理・最終処分 

一般廃棄物 

金属・スラグ等

飛灰等
がれき等 

紙類、飲料かん、び

ん類、ペットボト

ル、繊維類、プラス

チック製容器包装、

金属類、小型家電

 

コンクリー

ト、建材、ア

スファルト

等 

可燃物等

被災しなかった地域 被災地域 

他 の 自 治

体・民間の

処 理 施 設

（本市ごみ

処理施設被

災時） 

他 の 自 治

体・民間の

処 理 施 設

（本市ごみ

処理施設被

災時） 

粗大ごみ、資源物、が

れき、適正処理が困難

な廃棄物

資源化施設 
破砕処理施設 
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するスラグ及び金属類など資源化が可能なものは、平常時と同様に資源化し、

最終処分量の削減を図ることを基本とします。 

なお、処理が困難なコンクリート塊等は、民間事業者に処分を委託するこ

とを基本とします。 

被災現場での選別が困難な場合や、早急な撤去が必要などの緊急性の高い

場合、分別物の一時的な保管が必要な場合は、災害廃棄物を一時保管場所で

受け入れ、分別・一時保管後、適正に処理します。 

本市一般廃棄物処理施設については、被災直後は、被害の規模が大きいと

判断される場合には一般廃棄物の受け入れを一時的に停止し、施設の緊急点

検を行います。この点検により、補修が必要となり、適正な処理を行うこと

が困難と判断した場合には、協定を締結している他都市あるいは民間の処理

施設に処理を依頼し、処理能力を確保することを基本とします。 

本市では、厨芥類、資源化できない紙類、プラスチック類、陶磁器類、ガ

ラス類等を一般ごみとして収集しています。しかし、他の多くの自治体は、

通常、厨芥類、紙類、プラスチック類を可燃ごみ、陶磁器類、ガラス類を不

燃ごみとして分別収集し、可燃ごみを焼却処理し、不燃ごみを破砕・選別処

理しています。このため、同様の分別区分を採用している自治体との協力体

制の構築を進める必要があります。また、他の自治体に処理を依頼する場合

には、受け入れ先の条件に応じて一般ごみを可燃ごみ、不燃ごみに分別する

必要が生じる場合があります。 
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７．３ 災害廃棄物等の処理スケジュール  

災害発生後の災害廃棄物、一般廃棄物の処理業務のスケジュールを表 3 に

示します。 

 

表 3 災害廃棄物等の処理スケジュール 【指 表 1-3-6】 

項  目 業 務 内 容 

災 
 

害 
 

発  

生 
 

直 
 

後 

1.被災状況の把握 ①市内全域の被災状況、収集・運搬ルート 

②環境衛生部職員、処理施設、収集・運搬車両、許可業者、委

託業者 

2.被災状況に応じた緊

急措置 
①定期収集の一時停止 

②処理施設への一時的な搬入規制 

3.災害廃棄物処理実施

計画の策定【P.65】 
①情報整理・分析 

②災害廃棄物発生状況、発生場所の整理 

③災害廃棄物発生量の推計 

④災害廃棄物一時保管場所、保管方法の設定 

⑤分別区分・排出方法・排出場所、収集方法、処理手数料等の

設定 

⑥避難場所、避難所等の分別区分・排出方法・排出場所等の設

定 

⑦収集方法、収集ルート、配車計画等の設定 

⑧処理・処分計画の策定 

⑨被災地区以外の一般廃棄物の排出方法等の広報の実施 

応 

急 

対 

策 
1.処理体制の確保 ①処理施設の応急復旧 

②必要な資機材、人員、燃料、水、電気等の確保 

③収集・運搬、処理体制の確保 

④広域的な処理体制の確立 

・県、近隣自治体等へ応援要請 

・民間事業者へ応援要請 

2.一時保管場所の確保 ①地域ごとに一時保管場所の必要性を判断 

②一時保管場所の指定、所有者・管理者との交渉 

③一時保管場所の確保、市民への周知 

④受け入れ可能廃棄物、受け入れ基準の指定、市民への周知 
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項  目 業 務 内 容 

応 
 

急 
 

対 
 

策 

3.一時保管場所への災

害廃棄物搬入 
①一時保管場所へ職員を配置、必要な資機材の投入 

②一時保管場所へ災害廃棄物の搬入 

  ・避難路・緊急輸送道路の障害物を優先的に搬入 

 ・危険性・公益性等の観点から順次搬入 

 ・搬入による交通渋滞を考慮し時間帯を調整 

③搬入可能廃棄物、搬入受け入れ基準の遵守を指導 

④適正処理、資源化を踏まえ、種類ごとに区分し保管 

⑤火災防止策、環境モニタリング、悪臭及び害虫防止策等の維

持管理対策を実施 

⑥必要に応じて破砕・選別等の処理施設を配置  

4.計画的な収集・運搬、

処理の実施 
①災害廃棄物処理実施計画に基づき計画的な処理の推進 

②広域的な処理を推進し、処理能力不足を補完 

③支援の受け入れ 

④収集・運搬、処理に関する情報の提供、周知 

5.倒壊建物の解体・撤

去 
①市民から解体・撤去の申請を受付 

②罹災証明、家屋面積、権利等の確認 

③現地調査、解体・撤去の決定（危険性・公益性等の観点から

優先順位設定） 

④工事仕様書、工事計画の策定 

⑤見積取得、査定、工事発注 

⑥解体・撤去の確認 

復 

旧 

・ 

復 

興 

1.計画的な収集・運搬、

処理の実施 

 

①計画的な収集・運搬、処理の継続 

②広域的な処理の継続 

③復旧・復興状況に応じ、事業の縮小 

④平常業務体制の確保 

2.一時保管場所の原状

復帰 

 

①仮置きした災害廃棄物の状況及び収集・運搬、処理の状況を

分析 

②復旧・復興状況に応じ、一時保管場所の閉鎖、モニタリング

の実施 

③一時保管場所の原状復帰、所有者・管理者へ返却 

3.国庫補助金申請 災害廃棄物処理事業費 

廃棄物処理施設災害復旧費 
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７．４ 災害発生時のし尿等処理に係る基本フロー 

し尿等処理に係るフローを図 3 に示します。 

し尿等は平常時と同様に市の施設で処理を行います。 

仮設トイレなどの貯留量は、家庭の汲み取り便槽などに比較して少ないた

め避難所や避難場所の収集を定期的に行います。 

被災直後は、一時的にし尿等の収集や搬入の制限を行い、施設の点検を行

います。 

点検により、補修が必要となり、処理が困難な場合には、協定を締結して

いる他都市あるいは民間事業者に処理を依頼します。 

大規模災害時には公共下水道施設にも被害が生じることが想定されるため、

発災時には公共下水道施設の被害状況に応じて、仮設トイレ、簡易トイレ等

が配備されます。このため、災害対策本部が開設した避難所等における仮設

トイレ、簡易トイレ等の状況を把握し、避難所との連絡体制、収集ルートな

ど避難所の衛生管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 し尿等処理に係るフロー 

 

地域防災計画による被害の想定に基づき開設される避難所等に備蓄配備さ

れる仮設トイレ、簡易トイレ等の配置計画について、担当課と情報の共有を

行い迅速に収集処理体制が構築できるようし尿処理体制を確保します。 

 

７．５ 災害発生時のし尿等処理スケジュール 

災害発生後の環境部が実施するし尿等処理スケジュールを表 4 に示しま

す。 

  

浄化槽汚泥 

し尿処理施設 

し尿 

家庭、避難所・避難場所の仮設トイレ等 

他の自治体・民間のし尿処理施設（本市し尿処理

施設被災時） 
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表 4 し尿等の処理スケジュール 

項  目 業 務 内 容 

災 

害 

発 

生 

直 

後 

1.被災状況の把握 

 

 

 

 

①市内全域、交通状況、収集・運搬ルート、下水道、終末処理

場 

②環境衛生部職員、処理施設、収集・運搬車両、許可業者、委

託業者 

2.被災状況に応じた緊

急措置 
①定期収集の一時停止 

②処理施設への一時的な搬入規制 

3.災害廃棄物処理実施

計画の策定 

①下水道・終末処理場の被災状況、避難状況、停電、断水の状

況等の情報を整理・分析 

②し尿・浄化槽汚泥発生量の推計 

③避難場所、避難所等におけるトイレの状況を確認 

④仮設トイレの設置場所、仮設トイレの種類の把握 

⑤収集方法、収集ルート、配車計画等の設定 

⑥処理・処分計画の策定 

応 
 

急 
 

対 
 

策 

1.処理施設の応急復旧 ①処理施設の応急復旧 

②必要な資機材、人員、燃料、水、電気等の確保 

③収集・運搬、処理体制の確保 

④広域的な処理体制の確立 

・県、近隣自治体、自衛隊等へ応援要請 

・委託業者、許可業者へ収集運搬等の応援要請 

2.計画的な収集・運搬、

処理の実施 
①災害廃棄物処理実施計画に基づき計画的な処理の推進 

②広域的な処理を推進し、処理能力不足を補完 

③支援の受け入れ 

④収集・運搬、処理に関する情報の提供、周知 

3.下水道施設の活用 ①下水道関係部署、管理者に被災状況を確認 

②し尿・浄化槽汚泥の処理の可能性を検討 

③受け入れ可能の場合、投入場所、投入条件、量・質等を確認

④下水道施設へ投入 

復 

旧 

・ 

復 

興 

1.計画的な収集・運搬、

処理の実施 
①計画的な収集・運搬、処理の継続 

②広域的な処理の継続 

③復旧・復興状況に応じ、事業の縮小 

④平常業務体制の確保 

2.国庫補助金申請 ①災害廃棄物処理事業費 

②廃棄物処理施設災害復旧費 
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第２章 組織体制及び協力・支援体制等 

 

第１節 災害発生時の組織 

災害発生時の組織は、地域防災計画における災害対策本部の組織図どおり

とします。 

 

１．１ 環境衛生部の業務 

川口市災害対策本部要綱で規定する環境衛生部の業務等について表 5 に

示します。 

各作業班は平常時の環境部の担当部署の職員で構成することを基本としま

すが、災害の規模が大きくなれば、実施計画策定、施設の復旧、避難所の収

集や一時保管場所の選定・運用などの通常業務に付加される業務量が増大す

るため、付加される業務量に対応可能な人員を増員する必要があります。 

また、職員が被災することや、発災直後に環境部の職員が他部局へ応援に

回ることも想定されることから、他の自治体等からの職員の派遣を要する場

合もありますが、本市の実情を熟知した本市の職員の指示（要請）のもとに

支援を受ける必要があります。 
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表 5 環境衛生部の業務 

部 

名 

部長担 

当職名 

副部長担 

当職名 
班名 

班長担 

当職名 

業  務 

環

境

衛

生

部 

環境部長 
環境総

務課長 

環境総務

班 

環境総務課長 

（庶務担当） 

地球高温化対

策室長 

１．各所管施設の保全管理及

び災害応急対策の情報収集に

関すること 

２．部内の各班の調整に関す

ること 

３．部署管情報の統括部広報

班への報告に関すること 

環境保全

班 

環境保全課長 １．飲料水の簡易検査に関す

ること 

２．被災地の環境測定に関す

ること 

廃棄物対

策班 

廃棄物対策課

長 

１．被災地の環境対策に関す

ること 

２．ごみ、し尿及びがれきの処

理計画の立案に関すること 

収集班 

収集業務課長 １．所管施設の保全管理及び

災害応急対策に関すること 

２．ごみ及びがれきの収集に

関すること 

３．避難所の情報収集に関す

ること 

センター

班 

環境施設課長 

戸塚環境セン

ター所長 

朝日環境セン

ター所長 

リサイクルプ

ラザ所長 

１．所管施設の保全管理及び

災害応急対策に関すること 

２．災害廃棄物の処理及び処

分に関すること 

３.ごみ及びがれきの処理及

び処分に関すること 

鳩ヶ谷衛生セ

ンター所長 

１．所管施設の保全管理及び

災害応急対策に関すること 

２．し尿の収集、処理及び処分

に関すること 

 

１．２ 全班に共通する役割 

川口市災害対策本部要綱で規定する環境衛生部の業務等に基づき、地域防

災計画で定められた、全班に共通する役割について表 6 に示します。 

各班の役割については、基本的な業務、予防、応急対策、復旧・復興の４

区分に分けて、それぞれ班毎に示します。 
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表 6 全班に共通する役割 

 

 

１．３ 環境総務班（環境総務課、地球高温化対策室）の役割 

環境総務班の役割を表 7 に示します。 

 

表 7 環境総務班の役割 

  

段 階 内 容 

予 防 

災害時の被害を最小限に軽減するよう事前に対策を講じる。 

○初動配備体制の整備 

○動員配備に関する認識の向上 

○情報収集・伝達・分析体制の整備【P19、技 2-2】 

○伝達方法の職員への周知 

○被害情報を収集するためのシステム整備 

○災害情報の伝達に関する調査研究 

○震災復興に関する調査研究及び研究成果の活用 

○職員等に対する防災教育・訓練の実施【P23】 

○市民・事業者の啓発 

応 急 対 策 

災害時において市民の生命及び財産を保護するため、早急な対策を

講じるよう災害の規模及び進行等に応じた措置を講じる。 

○活動体制の確立 

○職員動員配備計画に基づく職員の動員配備 

○情報収集、情報伝達【P19、P68】 

○市民・事業者への周知 

復 旧・復興 

被災後早期に社会生活を取りもどせるよう被災者の立場に立った

措置を講じる。 

○災害復旧事業計画の策定 

区分 事務の内容 

基本的な業務 ○災害対策本部及び各班との連絡調整 

予    防 ○予防に係る災害対策本部及び各班の調整 

応 急 対 策 ○応急対策に係る災害対策本部及び各班の調整 

復 旧・復興 ○復旧・復興に係る災害対策本部及び各班の調整 
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１．４ 廃棄物対策班（廃棄物対策課）の役割 

廃棄物対策班の役割を表 8 に示します。 

 

表 8 廃棄物対策班の役割 

  

区分 事務の内容 

基本的な業務 ○災害廃棄物の処理に係る企画及び調整 

予 防 

○災害廃棄物処理計画の策定 

○一時保管場所の確保【P44】 

○一時保管場所の運用に必要な保護具等の機材の確保【P51】 

○有害物質の情報収集【P62】 

○広域処理体制の確立（県・近隣自治体・民間事業者）【P20】 

応 急 対 策 

○災害廃棄物処理実施計画の策定【P9、P12、P65】 

○県・近隣自治体への応援要請【P20】 

○災害時の分別収集体制の確保及び市民への周知【指 表 2-2-2】

○広域的な処理体制の確保（県・近隣自治体、民間事業者等）【P20】

○個人・中小企業の住宅・建築物の解体・処理【P60】 

○一時保管場所、災害廃棄物処理場の確保・運営【P44】 

○災害廃棄物の適正処理・リサイクル体制の確保【P31】 

復 旧・復興 

○収集運搬・処理体制の復旧 

○災害復旧関連国庫補助金の申請【参 18】 

○一時保管場所、災害廃棄物処理場の原状回復【P56、P60】 
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１．５ 収集班（収集業務課）の役割 

収集班の役割を表 9 に示します。 

 

表 9 収集班の役割 

 

 

１．６ 環境保全班（環境保全課）の役割 

環境保全班の役割を表 10 に示します。 

 

表 10 環境保全班の役割 

 

  

区分 事務の内容 

基本的な業務 
○災害廃棄物の収集運搬に関すること 

○被災時の収集運搬に関すること 

予 防 
○必要な機材及び資材の確保【技 1-13-1】 

○分別収集体制の確保 

応 急 対 策 

○収集運搬体制に関する情報の収集 

○災害時の一般廃棄物収集運搬体制の確保及び市民への周知

【指 表 2-2-2、技 1-13-3】 

○災害廃棄物及び避難場所等の一般廃棄物の収集体制の確保及

び市民への周知【P31、技 1-13-3、技 1-13-4】 

○仮設トイレからの収集【P35】 

復 旧・復興 ○分別収集体制の復旧 

区分 事務の内容 

基本的な業務 ○被災地の環境測定 

予 防 ○平常時の環境測定の実施 

応 急 対 策 
○飲料水の簡易検査 

○被災地の環境測定 

復 旧・復興 ○平常業務の復旧 
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１．７ センター班（ごみ処理施設）の役割 

センター班（ごみ処理施設）の役割を表 11 に示します。 

 

表 11 センター班（ごみ処理施設）の役割 

 

 

１．８ センター班（し尿処理施設）の役割 

センター班（し尿処理施設）の役割を表 12 に示します。 

 

表 12 センター班（し尿処理施設）の役割 

区分 事務の内容 

基本的な事項 
○災害廃棄物の適正処理 

○災害時に発生する一般廃棄物の適正処理 

予 防 

○施設の定期的な改修 

○定期的な防災訓練の実施 

○一般廃棄物処理施設の耐震性等の検討【P25】 

○非常用電源、必要な機材、燃料等の確保【P26】 

応 急 対 策 

○施設の被害状況の収集【P27】 

○施設の応急危険度判定・被災度区分判定の実施 

○施設の応急措置の実施【P30】 

○災害時の搬入受け入れ体制の確保及び市民への周知 

○災害廃棄物の適正処理・リサイクル体制の確保 

復 旧・復興 ○安定的な処理体制の復旧 

区分 事務の内容 

基本的な業務 ○災害時に発生するし尿、浄化槽汚泥の適正処理 

予 防 

○施設の定期的な改修 

○定期的な防災訓練の実施 

○し尿処理施設の耐震性の検討【P25】 

○非常用電源、必要な機材、燃料等の確保【P26】 

応 急 対 策 

○施設の被害状況の収集【P27】 

○施設の応急危険度判定・被災度区分判定の実施 

○施設の応急措置の実施【P29】 

○仮設トイレの設置情報の把握と収集・処理体制の確保 

○安定的なし尿収集体制の確保 

復 旧・復興 ○安定的なし尿処理体制の復旧 



- 19 -  
 

第２節 職員の安全・健康 

災害時は、日常業務に加え、災害廃棄物の処理も並行して行うこととなり、勤務

時間外や長時間に及ぶ業務が求められることから、職員への負荷が高まり、疲労の

蓄積やストレス等により、注意力、集中力が低下し、事故やけがの発生原因となり

ます。 

こうした事態を回避するために、応急対策、復旧・復興に関わる職員の安全・健

康に対する配慮も重要です。 

長期的・安定的な収集・運搬、処理を確保するため、被災時は、職員の安全・健

康管理を重視し、継続的に業務が遂行できる体制を構築します。 

 

・班長による職員の安全・健康配慮 

・適正な人員配置、交代勤務（３交代制等）による過重労働の回避 

・交代要員の確保、自衛隊及びボランティア等への支援要請 

・長時間勤務の制限、チェック体制の整備 

・柔軟な人員補充 

・迅速なサポート体制の構築 

・安全対策の徹底 

・担当医による診察、指導 

 

 

第３節 情報収集・連絡 

大規模な災害時には、被害や救助、避難に関する情報、安否に関する情報、救援

物資等に関する情報など多種多様な大量の情報が発生しますが、通常の通信手段が

被害を受けたり、情報が錯綜するため、必要となる正確な情報が取得できないこと

が想定されます。また、電源が途絶えて情報機器が使用できないことも想定する必

要があります。 

 こうした中、災害情報を迅速かつ確実に収集し対策を的確に実施するため、下記

事項を含め情報連絡体制の確保・強化に努めます。 

 

・情報連絡の多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化 

・職員及び所管施設等に対する情報連絡体制の充実強化 

・民間事業者団体等からの多様な災害関連情報等の収集体制の整備 

・収集する情報の種類・内容や優先順位及び情報の収集・連絡体制の明確化 

・移動型防災無線(他の通信手段が途絶した場合に、簡単に持ち出できる携帯型防災

無線)、衛星電話など、携帯電話以外の複数の連絡手段の確保 

・水害で水没や流出しない場所への情報機器の設置 
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・民間事業者団体との災害支援協定の締結時に様々な情報収集の協力を民間事業者

団体へ依頼しておくことの検討 

・各種ハザードマップ（有害物質のハザードマップを含む）の活用 

 

第４節 協力・支援体制 

４．１ 協力要請 

災害の規模、災害廃棄物の発生状況の把握により、本市単独での人員・機

材では対応できないと判断した場合は、相互応援支援協定等に基づき、協力

支援を要請します。 

具体的な要請先や要請方法について、平常時から定期的に確認して、災害

発生時にスムーズに協力要請が出来るようにします。 

 

４．２ 自衛隊・警察・消防との連携 

災害廃棄物等を撤去する際には、石綿や硫酸などの有害物質や危険物質が

混在する可能性があるため、その旨を自衛隊・警察・消防等へ伝えるとともに

安全確保に努めます。また、釘やガラスなどが散乱するため、安全靴やゴーグ

ルなど必要な防具をつけて作業を行います。 

有害物質のハザードマップを用いて、関係者へ有害物質の保管場所を周知

すると共に、優先的な回収・処理を心掛け、二次災害の防止に努めます。 

 

４．３ 地方公共団体等との連携 

本市は、埼玉県内の市町村・清掃関係一部事務組合で構成する埼玉県清掃

行政研究協議会の会員となっており、災害廃棄物の処理等について会員の相

互支援の協定を締結しています。また、埼玉県清掃行政研究協議会と埼玉県

一般廃棄物連合会との間で「災害廃棄物等の処理の協力に関する協定」を締

結しています。さらに、埼玉県が産業廃棄物処理業者の団体と協定を締結し

ています。表 13 にこれらの協定の内容を示します。 

今後、より広域的な支援協定の締結が望まれるため、社団法人全国都市清

掃会議等に自治体間の相互支援体制構築の支援を要請するとともに、本市の

収集運搬委託業者との協定締結についても検討します。 
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表 13 相互応援協定の内容 

協定の当事者 協定内容 協定締結年

川口市、 

埼玉県清掃行政研究協議会 

協力要請 

災害廃棄物等の処理の実施 

情報の共有 

実施内容の報告 

費用負担 

損害補償 

平成 20 年

埼玉県清掃行政研究協議会、 

埼玉県一般廃棄物連合会 

協力要請 

災害廃棄物等の処理の実施 

情報の共有 

協力要請の手続 

実施内容の報告 

費用負担 

損害補償 

平成 22 年

埼玉県、 

社団法人埼玉県産業廃棄物協会 

協力要請 

協力要請の手続き 

災害廃棄物の処理等の実施 

情報の提供 

実施報告 

費用等 

損害補償 

平成 16 年

 

 

４．４ 災害棄物処理に関する協力体制の確保 

相互支援協定締結自治体をはじめ、近隣自治体等とも災害廃棄物処理に関

する相互支援体制の確立に向け、協定を結ぶ等協力体制を整えます。 

相互応援については表 14 に示す事項が考えられます。 
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表 14 災害廃棄物処理に関する相互支援の内容（例） 

項   目 内   容 

対象とする廃棄物 災害廃棄物、一般ごみ 

相互応援体制 
県及び県内自治体 

他県及び他県の自治体、東京都・特別区 

応援の内容 

災害廃棄物等の処理に必要な資機材等の提供及び斡旋 

災害廃棄物等の処理に必要な職員の派遣 

災害廃棄物等の収集・処理・処分の実施 

処理・処分事業者の斡旋 

その他必要な事項 

情報交換 

連絡担当部署 

一時保管場所、応急備蓄資材の確保の状況 

処理・処分施設の状況 

その他必要な事項 

 

災害廃棄物は一般廃棄物に区分されますが、性状や組成は産業廃棄物に近

く、これらの処理・処分は、経験と機材を有する民間の産業廃棄物処理事業

者のほうが長けている場合があります。また、一時的に多量の災害廃棄物を

処理する場合には、生活ごみ処理の余力で対応する自治体施設より、民間事

業者のほうが機動性に富む可能性があります。さらに、広域処理を円滑に進

めるためには、民間のノウハウや資機材を活用した運搬手段の確保も必要と

なります。 

このため、大規模災害時に市が行う災害廃棄物等の処理に係る応急・復旧

対策業務に関して、市内及び県内などにおいて営業する事業者から積極的か

つ優先的に必要な物資、資機材等の供給を得られる体制の確立に努めます。 

関係団体等への協力支援の要請項目と要請先の例を表 15 に示します。 

【技 2-7】 
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表 15 関係団体等への協力支援の要請項目と要請先の例 

要請先 協力支援要請項目 

レンタル業者、建設機械リース業協

会等 

・粗大ごみ等の排出用機材、積込積替用機材 

・仮置場の積み込み用機材、整地用機材・人員

浄化槽清掃業者、し尿収集運搬業者
・し尿収集車輌 

・し尿収集人員 

一般廃棄物・産業廃棄物関係団体 

・粗大ごみ等収集車輌、収集人員 

・仮置場再搬出用機材・人員 

・仮置場緊急処理施設（破砕、焼却） 

土地所有者又は管理者 ・仮置場設置 

 

 

４．５ ボランティアへの支援要請 

災害時には、被災家屋等の片付け、それに伴う廃棄物の搬出など多くの人

員が必要となります。このため、必要に応じ災害対策本部を通じて川口市災

害ボランティアセンターに支援を要請します。 

参集したボランティアについては、災害廃棄物の撤去・泥出し・被災家財

出し、貴重品や思い出の品等の整理・清掃等について、安全な作業が出来る

現場に派遣します。 

ボランティア活動開始時点においては、災害廃棄物の分別方法や搬出方法、

搬出先、保管方法のほか、ガスボンベや石綿含有建材等の扱いについての注

意事項などの説明を行い、作業内容に応じて防塵マスクやヘルメット、底の

丈夫な靴を着用するなど、作業時の安全を確保します。 

また、作業人員のほか、資機材・物資等の提供も含めた企業単位での地域

貢献・ボランティアについて、平常時から情報の収集や連携に努めます。 

【技 1-21】 

 

 

第５節 職員への教育訓練 

災害発生時に計画及び対策の実行主体となる市職員については、防災に関する

様々な知識と適切な判断力が要求されます。このため、危機管理部から以下に示す

ような防災教育を受けます。 

本市は、県及び関係機関と調整して、災害防止、被害の軽減及び災害復旧その他

に関する調査研究などに基づく講習会の開催及び災害関係法令などに対する研修

会を実施するなど、防災教育の向上に努めます。 
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（１）災害対策マニュアルの作成 

災害時の各部各課の活動が円滑に行えるよう、地域防災計画で定められた役

割に関するマニュアルを、災害対策本部体制時の班単位で作成します。またマ

ニュアルの内容に関して、関係する部局間で調整を行います。 

（２）現地訓練の実施 

地域における対策要員に対し、応急活動を想定した現地での訓練を実施しま

す。 

（３）防災機器操作の習熟 

防災情報の収集伝達機器など、全職員に共通する災害活動に必要な機器の基

本操作に関する研修を実施します。 

  



- 25 -  
 

第３章 一般廃棄物処理施設等 

 

第１節 一般廃棄物処理施設等の耐震化等 

過去の震災時の事例では、一般廃棄物処理施設は、計画・設計段階から耐震性の

向上が図られているため、施設本体のダメージは軽微なものなっている一方、煙突

の破損、冷却水の断絶、搬入路の崩壊などにより、復旧までに数ヶ月を要した事例

が報告されています。 

こうしたことを踏まえ、戸塚環境センターについては、災害時に備え、施設の老

朽化や損傷の程度については定期的に検査するとともに、適宜補修・改修整備を行

い、安定したごみ処理を確保します。 

朝日環境センターについては、耐震性について十分検討された施設ですが、大地

震時には基礎も影響を受ける場合があるため、補強技術などについて調査・研究し

ます。 

鳩ヶ谷衛生センターについても、安定的な処理能力を確保するために必要な修繕

の方法等について検討します。 

 

災害廃棄物の受け入れに必要な施設の設備・機能について、「エネルギー回収型

廃棄物処理設備整備マニュアル 平成 26 年 3 月 環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部廃棄物対策課」などを参考に、次のとおり検討します。 

 

１．１ 耐震・耐水性 

１）耐震性 

下記、基準に準じた設計・施工が必要です。 

・建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

・官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（社団法人 公共建築協会：平成 8

年発行） 

・火力発電所の耐震設計規定 JEAC3605-2009（一般社団法人 日本電気協会：平

成 21 年発行） 

・建築設備耐震設計・施工指針 2005 年度版（一般社団法人 日本建築センタ

ー：平成 17 年発行） 

現行の建築基準法では、「中規模の地震（震度５強程度）に対しては、ほとんど

損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度６強から震度７程

度）に対しても、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じない」ことを目

標としており、上記基準に則って耐震設計すれば、震度６弱までの地震には耐え

られると考えられる（出典：ごみ焼却施設に係る大震災対策について：平成 25 年
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7 月、公益財団法人 廃棄物・３R研究財団、廃棄物対応技術検討懇話会）。 

２）耐水性 

ハザードマップ等で定められている浸水水位に基づく対策が必要です。 

焼却施設における浸水対策の例を図 4 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 浸水対策の一例 

 

 

１．２ 始動用電源 

災害により商用電源が遮断した状態でも、本市の焼却処理施設は発電設備

を設えていることから、施設に損傷がなければ運転の継続は可能ですが、停

止している焼却炉の立ち上げが可能な非常用電源、及びその駆動用燃料の保

管設備の付加について、今後検討していく必要があります。 

 

１．３ 薬剤等の備蓄倉庫 

薬剤等の補給が途絶えた場合において、「政府業務継続計画（首都直下地震

対策）」（平成 26 年 3 月）を踏まえると、１週間程度は廃棄物処理施設の運転

が継続できるよう、薬剤等を備蓄することが望ましいと考えられます。 

このため、一般廃棄物処理施設の更新時における薬剤等の備蓄設備の付加

について検討します。また、災害時に備えたこれらの供給機能の整備に対し

て財政的措置を講ずるよう国に要望するとともに、製造・販売事業者等との

連携を図ります。 

▽浸水水位 

▽ＧＬ 

電気室・中央制御室・非常用発電機・タービン発電機

など主要な機器および制御盤・電動機は浸水水位以上

浸水水位までのＲＣ造とし

開口部に防水扉 

ごみピットの浸水対策として 
プラットホームは浸水水位以上 

灰ピットは 
浸水水位以上 
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第２節 一般廃棄物処理施設等の補修体制の整備 

２．１ 災害時の緊急点検 

発災時には、施設ごとにあらかじめ定めた緊急点検リストに基づいて一般

廃棄物処理施設の緊急点検を実施します。本市は焼却処理施設とし尿処理施

設の運転を委託していることから、緊急点検については、事前に、市と委託

事業者との間で役割分担を明確化しておきます。 

表 16 に清掃工場の緊急チックリスト例を、表 17 にし尿処理施設の緊急

チェックリスト例を、表 18 に最終処分場の委託先施設確認表例を示します。 
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表 16 地震発生直後の清掃工場緊急チェックリスト例 

点検箇所 地点・箇所 点検内容 損傷・被災状況 

建築設備 工場棟 各部目視点検 ・壁面ｸﾗｯｸ発生 

・異常発生 

管理棟 各部目視点検 ・異常発生 

煙突 各部目視点検 ・異常発生 

電気室 各盤 目視点検(盤内

は点検せず) 

・異常発生 

各トランス 目視点検 ・異常発生 

電力コンデンサー オイル漏れ点検 ・オイル漏れ 

バッテリー室 室内 目視点検 ・異常発生 

盤内 液漏れ点検 ・液漏れ 

灯油設備 地下タンク 油量点検および

油漏れ点検 

・異常発生 

・油漏れ 

灯油配管 目視点検 ・油漏れ 

危険物設備 各部 目視点検 ・異常発生 

薬品タンク 各部 目視点検 ・異常発生 

分析室 室内各部 目視点検 ・危険物の液漏れ等

エレベーター 各部 ・使用停止 ・搭乗せず試験 

・動作確認  

・連絡 ・保守業者へ連絡 

ガス メーター室 臭気確認 ・異常発生 

管理棟給油ボイラ室 臭気確認 ・異常発生 

各ガス機器 点検 ・異常発生 

炉・ボイラ 炉内、炉壁、水管状態 目視点検 ・異常発生 

各設備本体および基礎状態 目視点検 ・異常発生 

各配管状態  ・接合部ずれ 

クレーン ガーダ、クラブ上の機器  ・異常発生 

レール  ・異常発生 

ケーブル  ・異常発生 

水処理設備・ 

高温水設備 

各槽  ・異常発生 

各配管状態  ・異常発生 

汚水処理設備 槽  ・異常発生 

機器  ・異常発生 

バンカーゲート 油圧装置  ・異常発生 

油圧配管  ・油漏れ 

破砕機 油タンクおよび配管ライン  ・油漏れ 

本体および基礎 状態点検 ・異常発生 

計量設備 トラックスケール  ・異常発生 
出典：平成 17 年度大規模災害時の建設廃棄物等の有効利用及び適正処理方策検討調査 報告書 

     平成 18 年 3 月 環境省関東地方環境事務所 廃棄物・リサイクル対策課 
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表 17 地震発生直後のし尿処理施設緊急点検チェックリスト例 

区 分 設備名称 損傷等の状況 応急措置

受入・貯留設備 受入口 受入口の亀裂  

し渣搬送装置 スクリューコンベヤの破損  

し尿投入ポンプ 配管接合部のずれ ○ 

主処理施設 汚泥引抜ポンプ ポンプの破損  

曝気ブロワ エアー配管の破損 ○ 

高度処理施設 凝集槽 攪拌機の位置ずれ  

砂ろ過器 逆洗ポンプ配管接合部の破損 ○ 

消毒・放流設備 接触槽 水槽の亀裂  

汚泥処理設備 汚泥供給ポンプ ポンプの破損  

配管接合部の破損 ○ 

薬品注入設備 硫酸貯留槽 防液堤内にて急性毒性物質等の薬品貯留

槽の転倒 

 

電気・計装設備 全般 薬品注入ポンプ類への電気不通  

脱臭設備 脱臭塔 脱臭塔の亀裂、破損  

塩素剤ポンプ ポンプの破損  
出典：平成 17 年度大規模災害時の建設廃棄物等の有効利用及び適正処理方策検討調査 報告書 

平成 18 年 3 月 環境省関東地方環境事務所 廃棄物・リサイクル対策課 

 

本市は最終処分場を保有していませんが、最終処分場については委託先の

施設の被災状況の報告を受け、確認した上で、最終処分委託の継続を判断し

ます。確認すべき事項について表 18 に示します。 

 

表 18 地震発生後の最終処分場委託先施設確認表例 

設備名称 確認項目 確認結果 確認結果有りの応急措置

内容 

貯留構造物 亀裂 有り・無し  

浸出水の流出 有り・無し  

ごみの流出 有り・無し  

しゃ水工 破損 有り・無し  

浸出水流出 有り・無し  

浸出水処理施設 

 取水設備 バルブの接合部ずれ 有り・無し  

ピット躯体の亀裂 有り・無し  

導水設備 導水管の接合部ずれ 有り・無し  

導水管の破損 有り・無し  

調整設備 亀裂や破損 有り・無し  

浸出水の流出 有り・無し  

浸出水の流出 有り・無し  

処理設備 配管系統   

処理配管の破損 有り・無し  

薬品配管の破損 有り・無し  

電気系統の異常 有り・無し  

薬品熔解槽の異常 有り・無し  

処理水槽の破損 有り・無し  

機器の破損 有り・無し  
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２．２ 施設被災時の応急対策 

施設が被災した場合には速やかに復旧作業に取りかかり、安定した処理体

制の確保を図ります。 

復旧するまでの間は、以下に示す応急対策を講じます。 

県、災害廃棄物の処理について協定を締結している自治体、民間団体等

に対し、応援を要請します。 

・廃棄物の解体・選別機材の調達 

・受け入れ先の特定、搬出量の設定 

・搬出方法の設定 

本市外へ搬出するまでの間や処理施設が復旧するまでの間、一時保管場

所を設定し保管します。 
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第４章 災害廃棄物処理 

 

第１節 基本的な事項 

被災時には、ライフラインが復旧するまでの間、一時的にインスタント食品や缶

詰などの容器や片付けごみで排出量が増加するものの、極端な性状や量の変化は想

定されないことから、市の処理施設で処理が可能な場合には平常時と同様とします。 

被災しなかった地区から平常時と同様に排出される一般廃棄物については、平常

どおり排出・収集することとしますが、被災状況が深刻な場合には平常の収集作業

を制限し、避難所等を優先して収集を行う場合があります。 

被災直後に市の処理施設の被害が甚大と想定される場合には施設点検のため一

時受け入れを停止し、処理が可能と判断した場合は受け入れを再開します。 

被災した地区等から発生する災害廃棄物（一般廃棄物、粗大ごみ、避難所ごみ、

し尿、及び倒壊建物の撤去等に伴って発生するがれき等）については、発火事故の

危険性が高いカセットガスボンベや、弁当・カップ麺・ペットボトル等の容器の排

出量が増加するなど、通常とは異なる傾向があることから、排出、収集・運搬、処

理・処分の方法と期間を災害の状況に応じてその都度定めることとします。 

 

第２節 被災地区の一般廃棄物 

２．１ 分別・排出 

可能な限り通常どおりに排出することを基本としますが、道路等の被災状況や

災害廃棄物の発生推計量などに応じ、分別区分や排出場所の変更が必要な場合に

は、速やかに市民に周知します。被災者宅前を排出場所とする場合は、排出した

ごみが交通の障害とならないよう、適切な排出方法の周知を徹底します。表 19

に災害時の排出場所等の例を示します。 
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表 19 一般廃棄物の排出区分と排出場所等の例 

分別区分 分  別  内  容 排出場所 

一般ごみ 
生ごみ、木製・プラスチック製製品のうち大き

さが 40cm 以下のもの等 
被災者宅前 

粗大ごみ 
家具、家電、畳など大きさが 40cm を超える大き

さのもの 

資

源

物 

資源物１ 
びん、飲料かん、金属類など被災しても再資源

化が可能な資源物 

資源物ステ

ーション 

資源物２ 
紙類、繊維類など水害で濡れるなどにより資源

化が困難となる資源物（資源化不適物） 
被災者宅前 

その他 有害ごみ・乾電池 被災者宅前 

 

２．２ 収集 

可能な限り通常どおりに収集運搬することを基本としますが、道路の被災

状況等に応じて、市民の生活環境への影響と収集効率などを総合的に勘案し、

収集運搬ルート、収集日時などを変更した応急の収集運搬体制を整え、速や

かに市民に周知します。 

平常時、本市では、市職員による直営の収集運搬と、委託事業者による収

集運搬を行う体制となっていますが、災害時には業務量が増えるだけではな

く、災害対策本部内各部や関係機関等と綿密な連携をとりながら、様々な事

態に臨機応変に対応し、他の自治体からの応援部隊や民間の協力事業者を直

接指揮監督するとともに、市民に対する周知や排出指導を行う必要が生じる

など、市職員が担うべき役割が非常に広範になります。 

このため、平常時から市職員に対し、災害時に備えた研修等を実施すると

ともに、委託事業者との協定締結など、災害時に備えた協力体制を確立して

いく必要があります。 

また、排出された一般廃棄物を速やかに収集･運搬することは、発災後の衛

生状態を保ち、復旧・復興を妨げないために不可欠であり、停滞させること

はできません。市が責任をもってこの業務を遂行するためにも、これらの業

務に従事することができる市職員の能力保持は重要となります。 

このことは、他の廃棄物の収集運搬についても同様です。 

 

２．３ 処理・処分 

被災時における一般廃棄物の処理は、市の処理施設で処理が可能な場合に

は平常時と同様とします。  
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第３節 被災地区の粗大ごみ 

３．１ 発生量の推計 

    災害時の粗大ごみ量は、損傷した家財などの片付けごみによって、増加す

るものと考えられます。 

    阪神・淡路大震災の事例に基づく建物の全壊数、半壊数に対する粗大ごみ

の排出原単位から、地域防災計画の被害想定における災害に伴う粗大ごみ量

の予測を表 20 に設定します。 

    全壊建物からの粗大ごみ量＝全壊建物棟数×1.03ｔ 

    半壊建物からの粗大ごみ量＝半壊建物棟数×1.03ｔ×0.6 

 

表 20 本市における災害に伴う粗大ごみ量の予測結果 

震度レベル 全壊数 半壊数 
粗大ごみ（ｔ） 

全壊 半壊 計 

震度 6強～

震度 5強 
6,426 16,329 6,619 10,092 16,711

※巻末参考資料「地域防災計画」の被害想定について参照。 

 

３．２ 分別・排出 

被災時における粗大ごみは、被害を受けた家財の整理により排出される片

付けごみが増大し、通常のインターネット、電話での申し込みによる粗大ご

みの受付では申し込みが集中して処理が滞る恐れがあります。 

被害が大きな地区では、地区ごとに収集日を設けて、粗大ごみ（片付けご

み）の収集を行うこととします。 

 

３．３ 収集 

 平常時と同様に、戸建て住宅は自宅前、共同住宅は定められている粗大ご

み置き場へ排出されたものを収集します。 

 

３．４ 処理・処分 

 平常時と同様に、戸塚環境センター破砕処理施設で破砕処理後、破砕可燃

物（残さ）については焼却処理を行います。破砕前の手選別及び破砕後の機

械選別により鉄、アルミ等の有価物の回収を行います。特別な処理を必要と

する廃棄物について表 21 に示します。 
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表 21 特別な処理を必要とする廃棄物 

廃棄物の種類 基本的事項 
災害廃棄物対策

指針技術番号 

混合可燃物 ・混合廃棄物とは、家屋系大型木材、畳、家具類や様々

なプラスチック製廃材など可燃系の廃棄物が混合し

て発生したものをいう。 

・木くず、畳や廃プラスチック類などは、リサイクル可

能な物も多いため、仮置場での分別を徹底すること

で、焼却処分量を削減する。 

・保管する際には、自然発火しやすいことを念頭に置

き、十分な保管スペースを確保するとともに火災防止

対策を講じる。また、季節によっては腐敗しやすいた

め、長期間の保管を避ける必要がある。 

1-20-1 

家電リサイク

ル法対象製品 

・家電リサイクル法対象製品（テレビ、エアコン、冷

蔵庫・冷凍庫、洗濯機・乾燥機）については、原則

としてリサイクル可能なものは家電リサイクル法ル

ートまたは、それに準じたリサイクルを行う。 

・分別が可能な場合は、災害廃棄物の中から可能な範

囲で家電リサイクル法対象品目を分別し、仮置場に

て保管する。 

・破損・腐食の程度等を勘案し、リサイクル可能か否

かを判断し、リサイクルが見込めない場合、災害廃

棄物として他の廃棄物と一括で処理する。 

・リサイクルが可能か判断困難な場合は、環境省の通

知に基づき（一財）家電製品協会に判断基準を問い

合わせる。 

1-20-6 

その他の家電

製品 

・PC、携帯電話、小型家電については、有価物として

流通するリサイクルルートを活用する。 

・蛍光管、乾電池等の危険物、有害物については、専

門の処理事業者を活用する。 

1-20-7 

  

第４節 避難所ごみ 

４．１ 発生量の推計 

初期段階では、水、食料を中心とした支援物資が避難所に届けられるため、容器

包装等のプラスチック類、ペットボトルなどが多く発生します。また、３日程度経

過すると救援物資が急速に増え、食料品だけではなく、衣類や日用品も届き始め、

それにともなって段ボールや日用品に伴うごみも多く発生するようになります。 

災害廃棄物対策指針で示された避難所ごみの推計式の例は次のとおりです。 

避難所ごみの発生量＝避難者数（人）×発生原単位（ｇ/人・日） 

なお、発生原単位は、収集実績に基づき設定することとされています。 

【技1-11-1-2】 
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４．２ 分別・排出 

    避難所での発生時にごみの分別を行うことは、その後のスムーズな処理へと繋が

るため、可能な限り分別を行うこととします。このため、避難所ごみについても、

通常時と同様の分別で排出することを基本とします。        【技 1-12】 

 

４．３ 収集 

 収集ルート上の避難所を収集ルートに加えて回収を行います。 

 発災直後の都市機能の麻痺状態などを勘案しても、発災後３～４日後（特

に夏季は早期の取り組みが必要）には収集を開始することを目標とします。 

 支援自治体等からの応援を含めた収集運搬体制を、市職員の指導のもとに

確保します。 

 

４．４ 処理・処分 

市の処理施設で処理が可能な場合には平常時と同様とします。 

避難所ごみは一時保管場所に搬入せず、既存の施設で処理を行うこととし

ますが、本市の処理施設が点検・補修等の為に一時的な避難所ごみの保管が

必要な場合、一時的な保管場所を確保します。 

 

第５節 し尿 

通常の汲み取り便槽からの収集に加え、避難所等に設置された仮設トイレからの

収集及び処理を行う必要が生じますが、公衆衛生確保のため、速やかな対応を行う

必要があります。 

 

５．１ 仮設トイレの備蓄数 

表 22 に仮設トイレの備蓄数を示します。 

表 22 トイレの備蓄数（平成２６年４月１日現在）   防災課資料より 

   項  目 

区  分 
メーカー 識  別 基  数 

汲み取りの

要否 

組 み 立 て 式 

日野興業㈱ 
和式 44 ○ 

洋式   13  ○ 

㈱木村技研 
ベンクイック 45 ○ 

男子用 1 ○ 

長島鋳物㈱ テント式マンホール 137 － 

簡 易 ト イ レ 

葛飾福祉 サニターⅡ 298 － 

山一化成㈱ 
クリーンＳＨ 

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 
1,926 － 

非常用トイレ 
ニッソーファイン㈱ スケットイレ 5,000 － 

㈱ネットブランズ エールキット 3,000 － 

合  計   10,464 － 
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５．２ 発生量の推計 

地域防災計画では、23,057 人が下水道機能支障による被害を受けると想定

しています。 

平成 25 年度の本市におけるし尿の処理実績は 5,206kℓ、収集人口は 4,177

人となっています。1 人 1 日当たりの排出量（以降「し尿原単位」といいま

す。）は、3.41ℓ/人･日となっています。 

これに基づき、下水道支障人口にし尿原単位を乗じてし尿発生量を算出す

ると 79kℓ/日となります。【技 1-11-1-2】 

 

し尿発生量＝下水道支障人口×し尿原単位 

＝23,057 人×3.41ℓ/人･日＝79kℓ/日 

  

５．３ 収集 

災害発生時においても、平常の収集作業は平行して行うことを原則としま

すが、被災状況に応じて平常の収集作業を制限し、避難所など緊急を要する

ものから収集を行うこととします。なお、避難場所などの収集についても、

仮設トイレ設置基数及び避難者数を把握することにより、優先順位を決定し、

収集作業を実施するものとします。 

下水道普及率が高い本市において、下水道機能支障による被害を受けると、

各家庭の水洗便所が使用できなくなることから、避難所等に配備された仮設

トイレの汲み取りが必要となり、通常のし尿収集能力を大きく超えた汲み取

り量が発生します。 

この場合、本市の平常時の収集運搬体制では収集能力に不足が生じること

から、他自治体や民間事業者の応援を得て、収集・運搬能力の確保を図る必

要があります。 

 

５．４ 処理・処分 

収集したし尿は、鳩ヶ谷衛生センターで処理することを基本としますが、

施設の全部又は一部が被災するなどにより通常の稼働が困難となった場合

は、他自治体の施設へ処理を要請するなど、安定的なし尿処理能力の確保を

目指します。 

 

 

第６節 災害廃棄物（倒壊建物の撤去等に伴って発生するがれき） 

６．１ 発生量の推計 

災害廃棄物の発生量の推計は、図 5 に示す手順で行います。 
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大規模な災害であるほど、発災直後には被害の全容がつかめないものであ

ることから、あらかじめ災害の種類や規模に応じた発生量をシミュレーショ

ンしておくことが有効となります。 

発生原単位については、発災当初は、既往災害の実績に基づく原単位から

設定し、災害の実態に基づき、適宜見直しを行うものとします。 

また、発災からの時間の経過に応じて、被害状況の確認状況や処理・処分

の進行に伴う実績等から適時推計を見直して精度を高めていくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 災害廃棄物発生量の推計手順 

 

6.1.1 発生量の推計方法 

がれきの発生量は次の式により推計を行います。 

がれき発生量＝解体棟数×平均延床面積×がれきの発生原単位 

・解体棟数：被害想定における被害棟数から解体及び撤去を行う建物の

棟数（全壊、半壊、焼失棟数）を設定する。 

・平均延床面積：建物構造別（木造、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）、鉄

骨造（Ｓ造））に、固定資産台帳等により設定する。 

・がれきの発生原単位：単位延床面積当たりのがれき発生量。阪神・淡

被害情報の収集 

被害情報に基づく被害の推定・把握

発生原単位の設定 

災害対策本部、消防部局 

衛星写真、航空写真、地震動分布、浸水深等 

被害棟数、被災世帯数、被災事業所数等 

被災区分別 

全壊、半壊、焼失棟数 

床上浸水、床下浸水棟数 

災害廃棄物発生量推計 
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路大震災における兵庫県の値を参考に設定。 

・がれきの発生原単位は残置された家財道具を含む値だが、基礎の撤去

の有無、浄化槽の有無等の条件で大きく変わることに留意が必要。 

家屋解体に伴うがれき発生原単位について表 23 に示します。 

 

表 23 延床面積当たりの家屋解体に伴う発生原単位  

構造 被害状況 

がれきの発生原単位 

可燃物系 

（ｔ/棟） 

不燃物系 

（ｔ/棟） 

木造 

全壊 14.2 36.6

半壊 7.1 18.3

焼失 4.2 36.6

鉄筋コンクリート造 

全壊 8.8 72.1

半壊 4.4 36.0

焼失 2.6 72.1

鉄骨造 

全壊 6.0 46.0

半壊 3.0 23.0

焼失 1.8 46.0

※がれきの発生原単位は、1 棟の平均延べ床面積を川口市統計書 川口市住宅・土地統計調査から

73ｍ2として算定した。 

 

６．２ 分別・排出 

 発生現場において危険物、資源物を分けて集めるなど可能な限り分別を行

った後に一時保管場所に搬入し、混合状態の廃棄物の量を少なくすることを

基本とします。 

 また、一時保管場所においても極力重機等による分別を行い、適正な資源

化による総合的な処理コストの低減と最終処分量の削減に努めることとし

ます。 

 

６．３ 収集 

・災害発生時には災害の規模等に応じた収集運搬体制を整備します。整備

にあたっては平常時に検討した内容を参考とします。 

・ボランティアによる被災家屋からの災害廃棄物の分別排出が行われる場

合には、市民に周知します。 

・がれきの収集運搬には産業廃棄物収集運搬事業者や建設事業者等と連携

し、がれきの集積・積込み機材や収集運搬車両の調達・収集運搬を行いま
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す。このため、産業廃棄物収集運搬事業者を所管する県などと、災害発生

時に備えた協力体制の構築を進めます。 

・災害廃棄物に、釘やガラスなどが混入している場合があるため、防護服・

安全靴・ゴーグルなど必要な防具を装着して作業を行います。 

・火災焼失した災害廃棄物は、有害物質の流出などの可能性があることか

ら、他の廃棄物と混合せずに収集運搬を行います。 

・廃棄物処理にあたっては季節によって留意する事項が異なるため、台風

や積雪等による収集運搬への影響を考慮して実施します。 

・道路の復旧状況や周辺の生活環境の状況、一時保管場所の位置を踏まえ、

収集運搬方法の見直しを行います。 

・収集運搬に携わる職員、委託先の作業員、収集運搬車両や道路の被災状況

等を踏まえて収集運搬方法の見直しを行います。 

・市の収集運搬体制では収集能力が不足する場合には、他自治体又は民間

事業者に収集運搬の協力を要請します。 

 

６．４ 処理・処分 

・処理方針、発生量・処理可能量、廃棄物処理施設の被害状況を踏まえ、

処理フローを作成します。              【技 1-11-3】 

・災害廃棄物の処理の進捗や性状の変化、処理・処分先の決定、及び災害

廃棄物の処理見込み量の見直しが行われた場合等には適宜処理フローの

見直しを行います。 

表 24 にがれきの種類ごとの処理方法を示します。【技 1-18-1】 
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表 24 倒壊建物や被災建物の解体撤去に伴うがれきの種類ごとの処理方法 

種 類 処 理 方 法 

災害廃棄物対

策指針技術資

料番号 

木くず 木くずは、チップ化など再利用・再資源化を図る

ために民間処理施設を確保し、積極的に活用する。

燃料化や木材材料としての利用が困難なものに関

しては、焼却施設又は仮設焼却炉で焼却処理する。 

1-20-3 

コンクリート塊・

アスファルト塊 

コンクリート塊・アスファルト塊は、再利用・再

資源化を図るために民間処理施設又は仮設処理施

設で破砕処理し、路盤材、工事現場における埋め

戻し材、低地の埋立による地盤のかさ上げ工事の

再生砕石等有効利用法を検討し、事業者に協力を

求める。また、膨大に発生するがれきを本市だけ

では処理できないことから広域的な処理体制の確

保に努める。 

1-20-4 

金属くず 金属原料として再資源化を原則とし、金属再資源

化業者へ引き渡す。 
 

不燃物（ガラス、

陶磁器、瓦、土砂

等） 

選別・破砕処理後、再生利用が可能なものは、民

間業者を確保し、積極的に活用する。残渣につい

ては、最終処分場に埋め立てる。 

 

その他可燃物 選別・破砕処理後、可燃物については焼却施設又

は仮設焼却炉で焼却処理を原則とする。再利用・

再資源化が可能なものは民間処理施設を確保し、

積極的に活用する。残さについては、最終処分場

に埋め立てる。 

 

適正処理困難物

（ガスボンベ、消

火器、バッテリー

廃棄物処理法等の規定に従い適正に処理する。業

者引取ルートの整備等の対策を講じ、広報（回収

開始や排出しないなど）により住民への周知を図

る。 

1-20-15 

※石綿及びＰＣＢ含有廃棄物については第１２節（P.62）を参照 

 

６．５ 必要となる焼却能力 

6.5.1 前提条件 

被災時に本市焼却処理施設が被災し、処理能力が不足した場合に必要と

なる補完処理能力を検討します。 

 

１）焼却が必要となる災害廃棄物の量（巻末参考資料｢地域防災計画｣の被害想

定について参照） 

廃棄物量（地域防災計画の被害想定である震度 6強～深度 5強） 

1,465,373t（便宜的に単位堆積重量 1t/m3として算定） 

このうち選別後可燃物量を 10%と想仮定 
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焼却処理対象ごみ量:146,000t 

ケース 1：環境センターは 2施設とも稼働 

ケース 2：戸塚環境センターが被災し、朝日環境センターのみで処理を行う 

ケース 3：朝日環境センターが被災し、戸塚環境センターのみで処理を行う 

ケース 4：環境センターが 2施設とも被災 

２）処理施設の処理能力 

朝日環境センター:420t/日（一般廃棄物 336t/日、災害廃棄物 84t/日） 

戸塚環境センター:300t/日（一般廃棄物 240t/日、災害廃棄物 60t/日） 

処理能力のうち 80％を一般廃棄物、20％を災害廃棄物の処理に充てるも

のと仮定します。 

３）処理に要する期間（災害廃棄物の処理が完了するまでの期間） 

1 年、2年、3 年と 3 つの区分を仮定します。 

４）要災害廃棄物処理能力 

  1 年：146,000ｔ÷365 日＝400ｔ/日 

  2 年：146,000ｔ÷730 日＝200ｔ/日 

  3 年：146,000ｔ÷1,095 日＝133ｔ/日 

 

6.5.2 補完が必要となる焼却処理能力 

本市の環境センターの被災ケース毎に、処理に要する期間が 1年、2年、

3 年の場合の、ごみ焼却施設の不足する処理能力を表 25 に示します。 

 

表 25 不足する処理能力      単位（ｔ/日） 

検 討 

ケース 

2 施設の 

処理能力合計 

要災害廃棄物処理能力 不足する処理能力 

1 年 2 年 3 年 1 年 2 年 3 年 

ケース 1 144 

400 200 133

256 56 0

ケース 2 84 316 116 49

ケース 3 60 340 140 73

ケース 4 0 400 200 133

要災害廃棄物処理能力：146,000t÷処理に要する日数 

不足する処理能力：要災害廃棄物処理能力－2 施設の処理能力合計 

 

6.5.3 市の処理施設で処理できない場合、能力が不足する場合 

市の処理が不可能な場合や能力が不足する場合には、一時保管場所などに

仮設の処理施設を設置し、処理能力の補完を検討します。（P.58） 

また、他自治体又は民間事業者に処理協力を要請します。 

その場合、他自治体の分別基準等への適合性を検討します。 
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６．６ 建物の解体撤去の費用負担 

 平常時において、建物を解体することによって発生する廃棄物は、解体工

事を請け負った事業者が排出事業者となり産業廃棄物として建物所有者の

費用負担により処理されています。しかし、大規模な災害発生時には、被災

者が処理費用を負担することが難しいことや、その量が膨大であることなど、

処理を行うことが困難であることから、建物所有者の申し出により、本市が

協力して処理を進めることについても検討します。 

【技 1-15-1】 

 

6.6.1 市が行う解体撤去に伴う廃棄物 

解体撤去を行う事業者に運搬も含めて委託することを基本とします。 

 

6.6.2 個人・法人等が行う解体撤去に伴う廃棄物 

解体撤去を行う事業者に処理・処分も含めて事業を委託するよう要請する

ことを基本とします。 

 

 

【参考】公費負担による解体撤去 

阪神・淡路大震災以前には、地震等により倒壊した建物等の解体撤去に関する公的な

関与は想定されておらず、所有者責任で実施されてきたのが実状でした。 

しかし、阪神・淡路大震災による被害は甚大で、都市機能がマヒし、社会的経済的影

響が極めて大きいことから、国は被災者の負担軽減と被災地の一刻も早い復旧・復興を

図るため、個人や中小企業の損壊建物等の解体について、特例的に廃棄物処理法の災害

廃棄物処理事業として所有者の承諾のもとに市町の事業として行い、公費負担（国庫補

助1/2）の対象とすること及びがれき等の処理に対する自衛隊の協力を可能としました。 

東日本大震災でも同様の公費負担による解体撤去が行われました。 
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第７節 一時保管場所 

７．１ 一時保管する廃棄物 

主な保管対象物は、道路等を確保する観点から緊急対応により撤去された

障害物、全壊・半壊・流失などした家屋の解体撤去に伴って発生する災害廃

棄物、及び本市一般廃棄物処理施設の被災などにより一時保管場所での保管

が必要となった一般廃棄物とします。 

 

７．２ 一時保管場所に求められる機能 

一時保管場所については、災害廃棄物を一時的に搬入しストックする機能

だけでなく、災害廃棄物の積替や一次処理行うための機能等も求められます。

そのため、一時保管場所の用地を選定する場合には、解体・選別・積み替え

作業スペースも考慮した面積の確保が必要となります。 

一時保管場所には以下のような機能が求められます。 

・一時的に大量に発生する災害廃棄物のストック 

・交通機能を回復するための障害物の一時受け入れ 

・災害廃棄物を効率的に搬出するための積替・中継 

・破砕・選別等の一次処理 

・解体・撤去作業と処理・処分作業との速度差の緩和効果 

・一般廃棄物処理施設被災等により搬入不可となった場合の一時ストック 

・地域の復興・復旧を促進 

 

７．３ 必要面積の算出 

必要となる一時保管場所の面積は、次の推計式で算定します【技 1-14-4】 

 

・必要となる一時保管場所の面積＝積み上げスペース＋作業スペース 

・積み上げスペース＝災害廃棄物発生量(m3)÷積み上げの高さ（m） 

 

ここで、他県・他市の事例を踏まえ、積み上げの高さを５ｍ、作業スペー

スを積み上げスペースと同程度と想定し、地域防災計画の被害想定（震度６

強～震度５強、冬の 18 時、風速７ｍ/Ｓ）に基づき発生する倒壊廃棄物及び

火災廃棄物の全量を一時保管場所に搬入すると仮定した場合に必要な面積を

予測した結果を、表 26 に示します。 
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表 26 一時保管場所必要面積予測結果 

区 分 単位 予測結果 

Ａ 倒壊廃棄物量 ｍ３ 1,465,373 

Ｂ 火災廃棄物量 ｍ３ 9,473 

Ｃ 災害廃棄物発生量（＝Ａ＋Ｂ） ｍ３ 1,474,846 

Ｄ 積み上げスペース（＝Ｃ÷５ｍ） ｍ２ 295,000 

Ｅ 選別・解体スペース（＝Ｄ） ｍ２ 295,000 

Ｆ 必要面積（Ｄ＋Ｅ） 
ｍ２ 590,000 

ha 59 

 

 

７．４ 一時保管場所の選定 

7.4.1 土地利用の特性 

本市の地目別面積を表 27 に、都市計画の状況を表 28 に示します。 

本市の総面積は、6,197ha、このうち約 51％を宅地が占め、次いで雑種地

が約 12％、田、畑が約 9％、山林が約 1％となっています。 

都市計画については、約 88％の 5,467ha が市街化区域、残りの約 12％の

730ha が市街化調整区域となっています。 

このように、本市では市街化が進み容易に一時保管場所を確保しにくい状

況となっています。 

  



- 45 -  
 

表 27 地目別面積 

項目 単位 宅地  田 畑 山林 雑種地 その他 合計

住宅用地 非住宅用地 非課税宅地

小規模 一般 個人 法人

面積 ha 3,190 1,808 238 915 229 50 509 63 740 1,645 6,197

構成比 ％ 51.5 29.2 3.8 14.8 3.7 0.8 8.2 1.0 11.9 26.5 100.0

川口市統計書 2014 年 
※その他とは、墓地､境内地､運河用地、水道用地、用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公衆用道路、

公園等であり、雑種地とは野球場､テニスコート、ゴルフ場､鉄軌道用地、遊園地等です。 
 

表 28 都市計画の状況 

 面積(ha) 構成比(%) 

都市計画区域 6,197.0 100.0 

 市街化区域 5,467.0 88.2 

市街化調整区域 730.0 11.8 

用途地域 5,467.0 100.0 

 第一種低層住居専用地域 878.6 16.1 

第二種低層住居専用地域 5.9 0.2 

第一種中高層住居専用地域 289.5 5.4 

第二種中高層住居専用地域 342.1 6.2 

第一種住居地域 1,159.4 21.2 

第二種住居地域 1,044.4 19.1 

準住居地域 69.5 1.2 

近隣商業地域 125.9 2.3 

商業地域 142.7 2.6 

準工業地域 1,014.2 18.5 

工業地域 364.8 6.7 

工業専用地域 30.0 0.5 

防火地域 57.2 － 

準防火地域 457.9 － 

近郊緑地保全区域 580.0 － 

特別工業地区 487.5 － 

川口市統計書 2014 年 
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7.4.2 一時保管場所の選定方法 

（１）基本的な考え方 

一時保管場所に求められる機能、必要面積を可能な限り満足すると

ともに、以下の要件も考慮します。 

・被害が大きくなる可能性の高い地域周辺に配置（被災前） 

・被害が甚大な地域への配置（被災後） 

・搬入・搬出及び運搬ルートの確保の容易性 

・貯留可能期間、使用可能期間 

・運搬及び作業に伴う騒音等生活環境、周辺環境の保全 

（被災前：周辺に学校、病院、避難場所等が無い、広大な敷地を有し

新たに開発する面積が少ない等） 

（被災後：被災していない地域に隣接していない等） 

・二次災害の防止（ガス漏れ、陥没、河川の氾濫の恐れが無い等） 

・災害時の他用途との整合（緊急輸送、支援受け入れ拠点、避難場所

などとの競合等） 

【技 1-14-5、技 1-14-6】 

 

（２）地域特性に応じた一時保管場所の選定 

(ア)住宅地 

災害時は、住宅地の被害が大きくなることから、住宅地内あるいはそ

の周辺に一時保管場所を設ける必要があります。しかし、本市の土地利

用の状況を踏まえると大きな一時保管場所を確保することは困難であり、

仮置に特化するなど使用目的を限定した小規模なスペースの確保や市民

の一時的な収容が終了した後の避難場所等を活用します。 

(イ)オフィス・商店街 

住宅地同様、災害時に大きな被害が予測される地域であり、一時保管

場所の必要性は高いが、広いスペースを確保することは困難であるため、

小規模なスペースであっても可能な限り多く確保しておく必要があり

ます。また、未利用の広い敷地を所有する個人や民間の協力を仰ぎ、民

有地が活用できるよう事前に協力を求めていきます。 

(ウ)工業地域 

工業地域、あるいは住工混在地域などにおける工場跡地、空閑地、建

設予定地等は、比較的広いスペースを確保できることから、緊急時にお

いてこうした民有地が活用できるよう事前に協力を求めていきます。 

(エ)河川敷 

本市においては荒川河川敷が最も広いスペースを確保できますが、二
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次災害の危険性もあるため、被災状況を踏まえ、河川管理者との協議の

下その利用方法を判断します。 

本市舟戸町に位置するスーパー堤防については一部を一時保管場所と

して利用することが期待できるものの、スーパー堤防は、広域避難場所

となっており、援助物資輸送基地、河川輸送基地、緊急輸送道路等の利

用も考えられるため、敷地内の利用可能場所と面積、利用期間等につい

て関連部署との協議・調整を行います。 

(オ)未利用農地 

未利用農地は、比較的広いスペースを確保できますが、生産再開時に

災害廃棄物を受け入れた事による影響が発生しないよう配慮し、搬入物

を制約する必要があります。そのため地権者と事前に十分協議し、災害

時の対応を取り決めておきます。なお、現に生産を行っている農地は、

一時保管場所に指定しないことを基本とします。 

(カ)山林 

市街化調整区域内の公有地の活用を検討します。 

山林は植生の状況によりますが、平坦地を確保できるスペースは限定

的で、水源、自然保護の観点からも積極的な活用は困難と考えられます。 

ただし、被災地の周辺状況を踏まえ、緊急対応の必要性を十分検討し

た上で、被災時の活用（伐採する等）を判断します。 

(キ)開発予定地 

開発予定地や土地区画整理予定地などについては、比較的広いスペー

スを確保できることから、開発の進捗状況や仮置可能期間等を踏まえ、

開発計画に支障が出ないよう地権者及び関連部署等との協議・調整を行

い、一時保管場所としての活用を判断します。 

(ク)公園・緑地、その他の公有地 

公園・緑地は、比較的広いスペースが確保できるものの、避難場所と

して活用されるため、災害の初期段階で、一時保管場所とすることは困

難です。しかし、復興・復旧が徐々に進行し、被災者が帰宅するなどし

てその役目を終えた後等、その状況に応じて一時保管場所として活用し

ます。 

その他公有地についても利用状況や被災時の状況を踏まえ、柔軟に一

時保管場所としての活用を図ります。 

(ケ)オートレース場 

本市オートレース場の一部を一時保管場所として活用することが期待

できます。 

ただし、オートレース場は、災害時の一次避難場所なっていることを
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考慮し、一時保管場所として利用することの可否、敷地内の利用可能場

所と面積、利用期間等について関連部署との協議・調整を行い判断しま

す。 

(コ)高架下 

本市では、東北自動車道、首都高速川口線、東京外環自動車道が走っ

ており、これらの高架下の未利用地を一時保管場所として利用すること

が期待できます。高架下の利用に際しては、道路管理者が利用計画を策

定する事となっており、計画策定に際して一時保管場所としての利用に

ついて要望します。 

(サ)土地収用 

可能な限り市有地から一時保管場所を選定しますが、それでもなお一

時保管場所の確保が困難となる場合には、災害廃棄物の保管及び迅速か

つ適正な処理を図るため必要な用地について、土地収用法の目的に照ら

し合わせ、土地収用の検討を行います。その際、関係部課と協力し、土

地所有者と補償等に関する協議・調整を図ります。 

【技 1-14-5、技 1-14-6】 

 

7.4.3 確保済み一時保管場所 

一般廃棄物についての一時保管場所は次のとおりです。 

・戸塚環境センター内の破砕ストックヤード、西側遊水池駐車場、北側

遊水池駐車場 

・朝日環境センター内の北側駐車場 

・リサイクルプラザ南ストックヤード 

・鳩ヶ谷衛生センター内 
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7 . 4 . 4 一時保管場所の選定手順 

一時保管場所の選定手順を図 6 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 一時保管場所の選定手順 

災害廃棄物一時保管場所候補地の検討 

市有地 国・県等公有地 民有地 

各所管課の管理す

る用地について、

利用可能性を調査 

国・県等が管理す

る用地について、

利用可能性を調査

個人・企業が所有

する用地等につい

て、利用可能性を

調査 

所管課・管理者との協議・検討 個人・企業との交

渉 

一時保管場所としての利用の可否を判断 

一時保管場所としての利用時の条件・規定を設定、協定締結等 

災害廃棄物一時保管場所予定地リストの作成 

災 

害 

発 

生 

前

災 

害 

発 

生 

後

災害廃棄物一時保管場所予定地の現況調査、利用可能な候補地のリス

トアップ 

地域の被災状況を踏まえ、必要な地域に一時保管場所を確保するため

に、所管課・管理者、所有者等に対する利用の要請、規定に基づく諸

手続、許諾を得る 

災害廃棄物の搬入・処理・搬出方法、使用期間、量等の設定 

一時保管場所の使用開始 

一時保管場所を所管課・管理者、所有者等に返還 

一時保管場所の使用完了、原状復帰 

所管課・管理者、所有者等の確認・了承 
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7 . 4 . 5 一時保管場所の選定の優先順位 

一時保管場所の選定の優先順位を図 7 に示します。 

災害発生時は、人命救助、支援・救援物資などの受け入れを迅速に行え

るように、避難路、緊急輸送道路を確保するため、その周辺における一時

保管場所の確保を優先します。 

その他については、地域の被災状況を踏まえ、優先順位を検討し決定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 一時保管場所の設定の優先順位 

 

7 . 4 . 6 必要な設備機器等 

崩壊した建物等の解体撤去、選別、破砕、運搬等を行うために、表 29 に

示す設備機器が必要になります。これらについては、全てを市で保有する

ことが困難であるため、建設会社、レンタル・リース会社などとの協力体

制の構築に努めます。 

【技 1-16-1】 

  

避難路の確保 

緊急輸送路の確保 

被害の甚大な地域 

被害の軽微な地域 

被害の甚大な避難路周辺の一時保管場所を確保し障害物を移動 

支援や物質の緊急輸送を確保するため輸送路周辺の一時保管場所を

確保し、障害物を移動 

被害の甚大な地域における倒壊建物等の解体、選別作業を推進する

ため、その周辺における一時保管場所を確保し、災害廃棄物を移動 

必要に応じ一時保管場所を確保し、災害廃棄物を移動 
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表 29 必要な設備機器 

種別 設備機器 備 考 

解体・撤去 

○油圧ショベル 

○ブルドーザー 

○クレーン 

○ホイールローダー 

○ショベルローダー 

油圧ショベルは、圧破砕、ブレーカー、 

カッター、フォーク、破砕機等の 

アタッチメントも必要 

破砕・選別 
○破砕機、クラッシャー

○選別機 

木くず、可燃物、コンクリート塊、 

金属くず、不燃物、混合物に選別 

運  搬 

○ダンプ 

○平ボディー車 

○ユニック車 

○軽トラック 

○フォークリフト 

道路事情、運搬効率などを考慮し、各

種積載量を確保 

重機の運搬車も必要 

そ の 他 

○照明車、投光器 

○レッカー車 

○排水ポンプ車 

○散水車 

○揚泥車 

○バキューム車 

夜間作業の安全性・効率性確保 

輸送路、収集・運搬路の障害物撤去 

周辺環境保全（砂塵対策等） 

し尿の収集・運搬 
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７．５ 一時保管場所の運営 

7.5.1 職員等の配置 

使用を開始した一時保管場所には、災害廃棄物の受け入れ、搬入物の監

視・指導、保管、管理等を行うために職員等を配置します。 

 

7.5.2 資機材の投入 

搬入された災害廃棄物の計量、処理、分別保管、移動・運搬等を行うた

め、必要な資機材を投入します。 

 

7.5.3 保管方法 

適正処理、資源化を踏まえ、分別して搬入された廃棄物の種類ごとに区

分し保管します。 

 

7.5.4 環境保全対策 

  畳や木くず、可燃混合物を積み上げて長期間保管することは蓄熱火災の

原因となることから、極力避けます。 

 やむを得ず可燃混合物を積み上げる場合には、排熱とガス検知を兼ねた

パイプを通し、定期的にモニタリングを実施します。 

 汚水の浸透を防止するために、一時保管場所は仮舗装や鉄板・シート等

を敷設し、排水溝及び必要に応じて排水処理施設等の設置を検討します。 

 一時保管場所からの飛散防止のために、散水の実施や飛散防止ネットを

敷設します。 

 また、ビニール等の飛散しやすいものについては、フレキシブルコンテ

ナに保管する等の飛散防止策を講じます。 

 

７．６ 一時保管場所への災害廃棄物の受け入れ 

7.6.1 受け入れの優先順位 

災害廃棄物を受け入れる際の優先順位を以下のとおりとします。 

①避難路、緊急輸送道路等の障害物を優先的に受け入れます。 

②危険性、公益性等の観点から災害対策本部、県、関係機関等の要請に

応じて受け入れます。 

③一時保管場所の保管能力、保管物の処理・処分の進捗状況に応じ、順

次受け入れを行います。 

 

7.6.2 受け入れ時間帯 

可能な限り、夜間は避け昼間に受け入れを行います。 
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ただし、交通渋滞の緩和、周辺環境の状況に応じて、早朝、夜間等の受け

入れを検討します。 

 

  7.6.3 受け入れ可能廃棄物 

市が撤去した障害物、災害対策本部などから受け入れ要請のあった廃棄物、

災害によって発生し、本市が処理する廃棄物（解体した家屋から発生する廃

棄物等）等の受け入れを原則とします。 

 

個人や事業者が搬入する場合には、災害廃棄物であることを確認するため

に、罹災証明や発生場所などについて確認を行います。 

必要に応じ一般廃棄物の受け入れを行います。 

     

７．７ 一時保管場所の配置イメージ 

一時保管場所の配置イメージを図 8 に示します。 
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図 8 一時保管場所の配置イメージ 
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搬入廃棄物一時保管場所

 
①木くず（柱、板等） 
②可燃物（畳、布団、カーペ

ット、可燃性粗大ごみ等）

搬入廃棄物一時保管場所 

 
③コンクリート塊 
④金属くず 
⑤不燃物 

選別後廃棄物 

一時保管場所 

 
（木質チップ、焼却対象可

燃物等） 

選別後廃棄物 
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（コンクリート塊、金属く

ず、有害・危険物等） 
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⑥混合物（①～⑤を最大限 

分別した後の混合廃棄物）
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７．８ 処理設備の設置 

7.8.1 処理・選別 

処理体制の確保が可能な場合には、一時保管場所において重機等による破

砕、選別を行い、災害廃棄物の減容化・資源化を推進します。 

 

7.8.2 処理設備の設置 

一時保管場所に仮設の焼却処理設備等の設置が可能で、処理体制が構築で

きる場合には、施設等を整備し処理することにより、本市一般廃棄物処理施

設の処理能力を補完します。 

 

7.8.3 処理設備の解体・撤去 

 一時保管場所に設置した仮設の選別設備等は、災害廃棄物の処理が完了し

た時点で解体・撤去を行い、原状回復を行います。 

 

７．９ 一時保管場所への搬入ルート 

7.9.1 緊急輸送道路 

市内及び市外における緊急輸送を円滑に実施するため、表 30 及び表 31

に示すとおり緊急輸送道路が指定されています。 

災害時には、緊急輸送道路を使った迅速な災害廃棄物の運搬を図ることと

します。 

また、この緊急輸送道路の障害となっている災害廃棄物の撤去を優先的に

実施します。 
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表 30 県指定緊急輸送道路 

種別 路 線 名 道路種別 管理者 

1 次特定緊急輸送道路 東北縦貫自動車道 高速道路 東日本高速道路(株) 

1 次特定緊急輸送道路 首都高速川口線 高速道路 首都高速道路(株) 

1 次特定緊急輸送道路 東京外郭環状道路 高速道路 東日本高速道路(株)

1 次特定緊急輸送道路 国道 298 号 国管理国道 国交省 

1 次特定緊急輸送道路 国道 122 号 県管理国道 埼玉県 

１次特定緊急輸送道路 足立川口線 一般県道 埼玉県-239 

1 次緊急輸送道路 さいたま川口線 主要地方道 埼玉県-1 

1 次緊急輸送道路 川口上尾線 主要地方道 埼玉県-35 

1 次緊急輸送道路 練馬川口線 主要地方道 埼玉県-68 

1 次緊急輸送道路 川口停車場線 主要地方道 埼玉県-89 

１次緊急輸送道路 幹線 67 号 市道 川口市-67 

1 次・2次緊急輸送道路 さいたま草加線 主要地方道 埼玉県-34 

2 次緊急輸送道路 川口蕨線 一般県道 埼玉県-110 

緊急河川敷道路 荒川左岸 
緊急用 

河川敷道路
国交省 

平成 25 年９月現在 

 

表 31 市指定緊急輸送道路 

路 線 名 路 線 名 

幹線１号（環状線通り） 幹線 44 号 

幹線 13 号（領家中央通り） 幹線 46 号（グリーンセンター通り） 

幹線 20 号（あづま橋通り） 幹線 50 号（南浦和越谷線） 

幹線 24 号（オートレース通り） 幹線 54 号 

幹線 25 号（市役所前通り） 幹線 60 号 

幹線 26 号（新オートレース通り） 幹線 76 号（産業道路） 

幹線 31 号（新オートレース通り） 幹線 78 号 

幹線 34 号（青木町公園通り） 幹線 88 号 

平成 26 年３月現在 

 

7.9.2 緊急交通の確保 

災害発生直後に道路の損壊等の状況を見極め、被害が比較的僅少で、最も

効果的、かつ比較的早期に応急対策が終了する路線を選び、緊急交通の確保

を図ります。 
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災害廃棄物の運搬に際しては、利用可能な道路や緊急交通網の整備状況に

ついての情報をいち早く収集し、的確かつ効率的なルート設定を行うことと

します。 

 

7.9.3 搬入ルート設定の手順 

一時保管場所への搬入ルート設定の手順を図 9 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 搬入ルート設定の手順 

  

○建物被災状況の確認 

○道路の被災状況の確認 

○道路の応急対策・復旧、交通の確保 

○情報集約（災害対対策本部） 

○災害対策本部から情報を収集（廃棄物対策班、収集班） 

○被災状況を考慮し一時保管場所の設定・確保（廃棄物対策班） 

○現地踏査、一時保管場所毎の搬入ルート・搬入方法・搬入量・人員・

配車計画等の設定（廃棄物対策班、収集班） 

○災害廃棄物の収集、一時保管場所への搬入開始（収集班） 

○被災状況から地域ごとの緊急性、災害廃棄物量等、交通規制の状況、

道路の復旧状況等を把握、現地踏査（廃棄物対策班、収集班） 
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第８節 環境対策、モニタリング 

 

市は、市民の生活環境への影響を防止するために、発災直後は特に廃棄物処理施

設、廃棄物運搬経路や化学物質等の使用・保管場所、建物の解体・撤去現場等を対

象に、大気、騒音・振動、土壌、臭気、水質等の環境モニタリングを行い、被災後

の状況を確認し、情報の提供を行います。 

モニタリングを行う環境項目については、平常時に検討した内容をもとに、被災

状況を踏まえ決定します。 

  災害廃棄物の処理の進捗に伴い、必要に応じて環境調査項目の追加などを行いま

す。【技 1-14-7】 

 

第９節 仮設焼却炉等 

９．１ 仮設焼却炉等の必要性 

被災時には、仮設焼却炉、仮設破砕機・仮設選別機の必要性及び必要基数を

検討します。【P.41、技 1-16-1、技 1-16-2、技 1-16-3】 

 

９．２ 設置手続き 

仮設焼却炉等が必要となった場合設置場所を検討します。設置場所の決定後

は、環境影響評価、都市計画決定、工事発注作業、設置工事等を進めます。 

・仮設焼却炉等の配置にあたっては、周辺住民への環境上の影響を防ぐよ

う検討します。 

・設置にあたっては、制度を熟知したうえで手続きの簡易化に努め、工期

の短縮を図ります。 

 

９．３ 運営・管理 

災害廃棄物の処理が円滑に進むよう、仮設焼却炉の運営・管理を適切に行い

ます。 

・仮設焼却炉投入前に災害廃棄物の分別を徹底し、土砂等の不燃物を取り

除くことでクリンカ（炉壁の灰やかす）や残さ物の発生を抑制します。 

・土砂や水分が影響し、仮設焼却炉の発熱量（カロリー）確保が必要とな

った場合は、助燃材として解体木くずや廃プラスチック類、または重油

等の投入を検討します。 

・災害廃棄物への降雨等による水分の影響を防ぐため、経費は増大します

がテントの設置なども有効であることから、費用対効果に基づき設置を

検討します。 
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９．４ 解体・撤去 

仮設焼却炉等の解体・撤去にあたっては、関係法令を遵守し、労働基準監督

署など関係者と十分に協議した上で解体・撤去方法を検討します。 

・仮設焼却炉についてはダイオキシン類や有害物質等に汚染されている可

能性も考えられることから、作業前、作業中及び作業後においてダイオ

キシン類等の環境モニタリングを行います。 

・ダイオキシン類や有害物質が飛散しないよう、関係者との協議を踏まえ

た必要な措置（周囲をカバーで覆う等）を施した上で解体・撤去を行い

ます。 

・作業員は汚染状況に応じた適切な保護具を着用して作業を行います。落

下等の危険を伴う箇所での作業も生じることから安全管理を徹底しま

す。【技 1-17-3】 

 

 

第 10 節 損壊家屋等 

１０．１ 解体・撤去 

損壊家屋等の解体・撤去について、被害が甚大であることなどから、被

災者の負担軽減と被災地の早期の復旧・復興を図るため、国が特例的に災

害廃棄物処理事業として公費負担の対象とし、市の事業として行うことを

可能とした場合に、本市が当該事業を実施する際は、次のとおり対応する

ことを基本とします。【指 表 2-2-3】【技 1-15-1】 

・現地調査による危険度判定や所有者の意思を踏まえ優先順位を決定しま

す。 

・所有者の解体意思を確認するため申請方法を被災者へ広報し、解体申請

窓口を設置します。発災直後は、対象を倒壊の危険性のある建物に限定

することも考慮します。 

・解体を受け付けた建物については図面等で整理を行い、倒壊の危険度や

効率的な重機の移動を実現できる順番などを勘案し、解体・撤去の順序

を検討します。  

・解体申請受付（建物所有者の解体意思確認）と並行して、解体事業の発

注を行います。解体事業者が決定次第、建設リサイクル法に基づく届け

出を行った後に、解体・撤去を実施します。 

・解体・撤去の着手にあたっては、建物所有者の立ち会いを求め、解体範

囲等の最終確認を行います。  

・解体・撤去が完了した段階で解体事業者から報告を受け、解体物件ごと

に現地立会い（申請者、自治体、解体業者）を行い、履行を確認しま
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す。  

・被災規模が大きく、広い範囲で迅速な解体・撤去が必要な場合、作業の

発注を建物毎でなく地区毎に行うなど、効率化を図ることも検討しま

す。  

・地域毎の解体・撤去を行う場合、その予定時期を広報します。  

・広報の対象は、建物所有者だけでなく周囲の住民も含めます。 

 

１０．２ 解体現場での分別 

建築物の解体に伴う廃棄物の中間処理及びリサイクルを効率的に行う上

で、混合廃棄物の搬入は、作業性の悪化や、再資源化の阻害要因となります。

このため、災害廃棄物の適正な処理及び資源化を行う上で、分別解体が重要

となります。そこで、解体現場においては、緊急性が必要な場合など実施が

困難な場合を除き、次のとおり分別することを基本とします。  

①木くず（柱、板等）  

②可燃物  

③コンクリート塊（可能な限り 30 ㎝程度以下に粉砕）  

④金属くず（鉄筋、鉄骨、サッシ等）  

⑤不燃物（瓦、レンガ、ガラス、アスファルト、土砂、石等）  

⑥混合物（以上を最大限分別した後の混合廃棄物）  

解体を行う建築物の所有者や解体業者に対して、分別解体の徹底を周知・

徹底します。また、一時保管場所へ搬入する場合は、その受け入れ基準等に

ついても同様に周知します。なお、一時保管場所の確保状況や処理の見通し

によっては、さらに細かい分別を実施することも検討します。 
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【参考】 

阪神・淡路大震災における神戸市の解体撤去の方法 

方 法 窓 口 内 容 等 

市発注 区 ・被災した建物所有者等が解体を願い出て、市が業者に発注、

解体撤去を行う。 

・処理量が膨大であるため、単価契約とした。 

・平成 7年度（前期）は、効率的に処理するため、町、丁目な

ど区域をブロック化し、業者を配置する地区割り方式を採用 

 363 ﾌﾞﾛｯｸ 414 業者（4月 28 日契約） 

自衛隊 区 ・被災した建物所有者が解体を願い出て、市が自衛隊に解体を

依頼する 

三 者 契

約 

災 害 廃

棄 物 対

策室 

・市発注及び自衛隊による方法が原則であるが、解体を要する

倒壊家屋が膨大であり、処理に時間がかかるため、実態的に緊

急性・必要性から市による解体を待てず自己処理を行いたいと

の要望が強いため、市発注による方法を補完するものとして採

用した。 

・被災した建物所有者が業者を選定し、当該建物所有者・業者・

市の三者で契約を締結して解体撤去を行う方法で、市が当該業

者に解体業務を委託する形態となっている。 

清算 外 郭 団

体 

・緊急性・必要性から、震災直後上記の解体事業にかかる制度

が整備されるまでに、自己処理したものについて当該建物所有

者からの申し出に基づき、解体費用の支払手続きを行う。 

・具体的処理については、外郭団体（(財)神戸市都市整備公社）

に委託した。 
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第 11 節 最終処分 

焼却処理施設から排出する残さについては、平常時の委託先での処分を基本と

します。 

委託先の施設や道路の被災などにより平常時の委託先での処分が困難な場合、

及び再資源化や焼却ができない災害廃棄物を埋め立て処分する場合に備え、最終

処分場の確保について平常時から検討するとともに、広域的な受け入れ態勢の構

築について県などへ要請します。 

 

第 12 節 石綿及びＰＣＢの対策 

有害物質が漏洩等により災害廃棄物に混入すると、災害廃棄物の処理に支障をき

たすこととなります。このため、本市では有害物質取り扱い事業所を所管する関係

機関と連携し、厳正な保管及び災害時における対応を講ずるよう協力を求めます。 

ＰＣＢ等の適正処理が困難な廃棄物は、発災後も基本的には平常時と同様の扱い

としますが、発災直後は回収体制が整わないことが想定されることから、応急的な

対応として市が回収し、まとめて業者に引き渡すなども検討します。 

 

１２．１ 石綿の対応 

災害時に発生する石綿については、原則として建物の所有者・管理者等が

適正に処理・処分を行うものします。被災直後は、飛散しないよう現地で保

管し、処理体制が整備されてから、適正な手順・方法で処理を行います。 

市は、処理・処分が適正に行われるよう指導・支援を行います。 

災害時における建物等の倒壊に伴い発生する石綿に飛散を防止するために、

「災害廃棄物対策指針技術資料番号 1-20-14」（平成 26 年 3 月 31 日作成）

を考慮し、表 32 のとおり対策を講じます。 

【技 1-20-14】 
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表 32 石綿の対応 

所有者・管理者 市 

平 

常 

時 

設計図書等の保管 基本的に石綿を含んだ廃棄物は受け入れないこ

ととしますが、緊急時を想定し以下の事につい

て検討します。 

○一時保管場所 

○石綿等受け入れ対象品目 

○処理・処分の方法 

○周辺自治体及び関係機関との協力体制 

応
急
対
策

判定を受けて応急措置を実施 ①応急危険度判定 

②市民からの情報収集・確認 

③所有者・管理者への伝達・指導 

解
体
・
補
修
対
策 

①解体等事前調査を実施 

②作業計画の作成、届出、協議（県知

事及び労働基準官監督署へ） 

③解体時の周辺への周知 

④解体時の石綿等の飛散防止 

⑤石綿等の収集運搬、処理・処分 

 

一時保管場所で災害廃棄物を受け入れる際 

①書面調査、分析結果等の提示を求め、廃棄物の

内容を確認 

②壁材、天井材、床材等発生した箇所を確認 

③原則として石綿等の廃棄物は受け入れず、適

正な処理・処分を指導 

④やむを得ず、受け入れる必要が生じた場合は、

他の災害廃棄物等と区分して保管 

⑤処理・処分は専門の民間事業者に委託 

 

１２．２ ＰＣＢの対応 

災害廃棄物の中には、有害物質であるＰＣＢを含むトランス、コンデンサ等

の機器が混入している場合があります。 

ＰＣＢ廃棄物は他の廃棄物と分けて、特別な管理が必要となります。 

ＰＣＢを含む可能性のあるトランス、コンデンサ等についてＰＣＢ含有の有

無を所有者、メーカー、保健所に照会して確認しますが、現場においてＰＣＢ

の含有有無の判断がつかない場合は、ＰＣＢ廃棄物とみなして分別する必要が

あります。 

ＰＣＢ廃棄物は市での処理対象物とせず、ＰＣＢ保管事業者に引き渡します

が、解体現場等における対応が難しい場合には、一時保管場所等で保管する必

要があります。 

ＰＣＢ廃棄物を一時的に保管する際の留意点を以下に示します。 

・保管場所にはＰＣＢ廃棄物の保管場所である旨を表示する。 
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・ＰＣＢ廃棄物は屋根のある建物内で保管するか、屋内の保管場所の確保が

できない場合は、密閉性のある容器に収納する、防水性のビニールシート

で全体を覆う（底面を含む）など、風雨にさらさず、ＰＣＢ廃棄物が飛散、

流出、地下浸透、腐食しないよう必要な対策を講じる。 

・ＰＣＢ廃棄物に他の廃棄物などが混入する恐れのないよう、仕切りを設け

る、離して保管するなどの措置を講じる。 

・保管場所では、暖房器具などの発熱機器から十分離すなど、ＰＣＢ廃棄物

が高温にさらされないための措置を講じる。 

・地震等によりＰＣＢ廃棄物やその収納容器が落下、転倒などしないための

措置を講じる。 

 

第 13 節 思い出の品等 

災害廃棄物を撤去する場合、思い出の品や貴重品は、可能な限り所有者等に引き

渡す機会を提供する必要があることから、その取り扱いルールを検討します。 

・思い出の品等取り扱いルールとしては、思い出の品の定義、持主の確認方法、

回収保管方法、返却方法等が考えられます。 

・貴重品については、警察へ届け出る必要があり、あらかじめ必要な書類様式を

作成しておくことでスムーズな作業を図ることができます。 

 

第 14 節 放射性物質に汚染された一般廃棄物の適正な措置について 

 

廃棄物処理法では、廃棄物の定義（第二条）において放射性物質は対象外として

います。 

東日本大震災における放射性物質に汚染された一般廃棄物については、「平成二

十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（放射

性物質汚染対処特別措置法）が公布され、また、「廃棄物関係ガイドライン」（事故

由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理等に関するガイドライン）が示され

ました。 

放射性物質に汚染された一般廃棄物については、その都度、法令や国の指針に基

づいて適正に措置を行います。 
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出典：環境省報道発表資料 

  

 

関係原子力事業者が処理 
原子力事業所内及びその周辺に飛散した廃棄物

①対策地域内廃棄物 

環境大臣による汚染廃棄物対策地域※１

の指定 
※１平成 24 年 1 月 1 日地点で計画区域・計画

避難区域に指定されていた地域（楢葉町につい

ては全域） 

環境大臣による汚染廃棄物処理計画の

策定 

国が処理 

特定廃棄物 
②指定廃棄物 

水道施設、下水道、

焼却施設等の施設

において生じる廃

棄物の放射能濃度

の調査（義務）

左記以外の廃棄物

の放射能濃度の調

査（任意） 

環境大臣に報告 環境大臣に申請 

セシウム 134・137 の放射能濃度の合計

が 8,000Bq/kg を超える廃棄物は環境大

臣が指定廃棄物として指定※２ 

国が処理 

※２指定を受けるまでは、廃棄物処理法が適用

・事故由来放射性物質により汚染され、又はおそれがある廃棄物として、一定の地域にあ

る一定の種類の廃棄物（水道施設や下水道の脱水汚泥、焼却施設の焼却灰、廃堆肥、廃稲わ

ら、除染廃棄物等）を環境省令で規定 
・廃棄物処理法の処理基準及び特措法の特別処理基準に基づき、市町村・事業者が処理 

特定一般廃棄物・特定産業廃棄物 
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第５章 災害廃棄物処理実施計画 

 

災害廃棄物処理実施計画（以下「実施計画」という。）とは、実際に発生した災害の

被害状況に即し、災害廃棄物の処理体制や処理方法等について定める計画です。 

実施計画では、表 33 に示す項目等について策定します。 

 

表 33 実施計画の項目 

項 目 本計画、災害廃棄物対策指針等での参考箇所 

１．組織及び業務内容 【P13】 第 2章 組織体制等 

２．計画の対象と計画量 【P31】 第 4章 災害廃棄物処理 

     第 1 節 基本的な事項 

     第 2 節 被災地区の一般廃棄物 

     第 3 節 被災地区の粗大ごみ 

     第 4 節 避難所ごみ 

     第 5 節 し尿 

     第 6 節 災害廃棄物 

３．処理期間 【P9、P12、P40】 処理スケジュール 

計画量と既存処理施設の能力、確保可能な処理

能力から処理目標期間を定める。 

４．処理体制 【P31】 第 4章 災害廃棄物処理 

計画量と処理期間から必要な処理体制を計画す

る。 

５．処理方法 【技 1-20】 廃棄物の種類別処理方法 

６．処理費用 【参 19】 災害廃棄物の処理事業費（処理単価）

７．災害廃棄物処理の記録及び報告 【災害関係業務事務処理マニュアル（自治体事

務担当者用）】 

国庫補助金申請、災害廃棄物処理の経験を引き

継ぐために記録をつける 

 

実施計画では、図 10 に示すフローに従って進捗管理を行い、必要に応じて実施計

画を改訂します。 
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図 10 実施計画に基づく進捗管理 

  

対応策の検討 

被害情報 

被害状況の確認 処理状況の確認 

発生原単位の確認

発生量の推計 

オープンスペース情報

確保可能な一時保管場所面積

仮設施設機材情報 

解体状況 

処理期間 

諸条件の整理 

諸条件毎の 
検討ケース検討 

解体スケジュール 

必要処理能力 

必要一時保管場所面積

実施計画の策定・見直し 

協力自治体受入可能量

分別処理方法 

人員の配置

協力自治体への運搬

ルート 

処理フロー
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第６章 市民等への情報伝達・発信及び広報・啓発 

 

地域防災計画に基づき、市民に対するごみ処理、災害廃棄物処理に関する情報を迅速

かつ的確に伝えるために、各種の情報媒体を活用します。 

【技 1-24】 

第１節 情報伝達・発信等 

対応時期ごとの発信方法と発信内容を災害廃棄物対策指針技術資料番号 1-24 か

ら抜粋し、表 34 に示します。 

 

表 34 対応時期ごとの情報発信方法と発信内容 

 対応時期 発信方法 発信内容 

 災害初動時 ・市役所・支所、公民館等の公共機関、

避難所、掲示板への張り出し 

・市のホームページ、緊急速報エリア

メール、緊急速報メール、ＳＮＳ 

・マスコミ報道（基本、災害対策本部

を通じた記者発表の内容） 

・有害･危険物の取り扱い 

・生活ごみやし尿及び浄化槽汚泥等の収

集体制 

・問い合わせ先 等 

災害廃棄物

の撤去・処理

開始時 

・広報宣伝車 

・防災行政無線 

・回覧板 

・市役所・支所や避難所等での説明会

・コミュニティＦＭ 

・一時保管場所への搬入 

・被災自転車等の確認 

・被災家屋の取り扱い 

・倒壊家屋の撤去等に関する具体的な情

報（対象、場所、期間、手続き等）等

処理ライン

確定～本格

稼動時 

・災害初動時と災害廃棄物の撤去・処

理開始時に用いた発信方法 

・全体の処理フロー、処理・処分先等の

最新情報 

 

   各対応時期ごと情報を伝達･発信するうえで留意する事項について、同資料 1-24

から抜粋して以下に示します。 

 １．災害初動時 

・優先して伝達すべき情報（被害状況や余震、安否確認、避難所や救援物質支給）

の周知を阻害することや、多種の情報を提供し、混乱を招かないように配慮する。 

・対応する職員によって提供する情報や用語に齟齬がないように、Q&A 集などを作

成し、情報の一元化に努める。 

・どの時期にどのような情報を伝えるかの大まかなロードマップを示す。 

 ２．災害廃棄物の撤去・処理開始時 

・具体的な取り扱いが決定しない段階では、住民側に対して当面の対処方法につい

て明示する。 

・一時保管場所の位置や搬入時間、搬入車両制限等の具体的な指示情報を発信する。 

・被災現場での初期分別及び仮置場での分別・整理のため、計画するフローに沿っ

た分別の手引きを、写真やイラストを用い、誰にでもわかりやすいものを作成す
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る。 

 ３．処理ライン確定～本格稼動時 

・仮置場への搬入に関した通行禁止・不可ルート等を明示し、円滑に処理できるよ

う住民及び事業者に対して協力を要請する。 

 ４．全般 

・情報発信時には、発信元及び問合せ先を明示する。 

・外国人に向けて、英語版のチラシを作成する｡ 

・障害者や高齢者に向けて、多種多様な情報提供手段を準備し、被災者全体への情

報提供に努める。 

 

 

第２節 広報すべき内容 

災害発生時に廃棄物処理関連で広報すべき内容を表 35 に示します。 

 

表 35  広報すべき内容 

区  分 内 容 

災害廃棄物の処理に関

すること 

○倒壊家屋等の対応について 

○解体等の撤去作業依頼・支援について 

○解体物の搬入・処理方法 

一般廃棄物（し尿を除

く）処理に関すること 

○分別・排出方法及び排出場所 

○収集ルート及び日程 

○持ち込み場所（一時保管場所、処理施設等） 

○処理方法 

○ごみ処理の現状及び復旧の見通し 

し尿処理に関すること 

○災害対策本部と協力し仮設トイレの設置状況について

○臨時収集の依頼方法 

○し尿処理の現状及び復旧の見通し 

 

 

第３節 啓発活動 

災害発生時には、一般廃棄物や災害廃棄物等の分別や排出方法に対する市民の混

乱が想定されます。さらに、通常と異なる排出・処理方法を採用することもあるこ

とから、これらに対する市民からの問い合わせへの対応に追われることも想定され

ます。 

また、ごみの排出マナーが低下し、分別の不徹底、路上や空き地等への不法投棄

なども起こることがあります。 
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そのような事態を可能な限り回避し、災害発生時に廃棄物の迅速な収集運搬、適

正な処理及び資源化を行うため、平常時から市民等に対し必要な啓発活動を行うこ

ととします。 

①災害発生時の一般廃棄物の分別及び排出方法 

②災害廃棄物（特に建築物の解体に伴う廃棄物）の処理方法 

③災害発生時における廃棄物関連情報の伝達方法 
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１．「地域防災計画」改訂の概要 

 川口市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法 223 号）第 42 条の規定に基

づき、川口市防災会議が策定する計画で、本市の地域に関わる災害について、防災活

動を総合的かつ計画的に実施することにより、市民の生命・身体及び財産を災害から

保護することを目的に策定されたものです。 

 川口市地域防災計画は、旧鳩ヶ谷市との合併や、埼玉県の被害想定の見直し、災害

対策基本法の改正などを背景とし、平成 26 年３月に改訂されました。「共通編」、「震

災対策編」、「風水害・大規模火災・特殊災害対策編」、「資料編」の４編の構成とし、

内容の集約や、地震による被害想定の見直しなどを行いました。その概要は下図のと

おりです。 

  

川
口
市
地
域
防
災
計
画 

共通編 

第１部 総則 
第２部 災害予防計画 
第３部 災害時受援及び応援計画 
第４部 復旧・復興計画 
 共通編には、地震・風水害その他の災害に共通する総則、災害による

被害の発生を予防・軽減するための計画、災害発生時に国・県等からの

応援を受け入れるための計画、本市以外での災害発生に対し応援するた

めの計画、さらに復旧・復興に関する計画を盛り込む。 

震災対策編 

第１部 震災対策 
第２部 東海地震の計画宣言に伴う対応措置 
 震災対策編は、地震災害発生直後の対応やその後の二次災害に対応す

るための対策を盛り込む。また、東海地震の警戒宣言が発令された場合

の川口市のとるべき対応措置を盛り込む。 

風水害・大規模火災・特殊災害対策編 

第１部 風水害対策 
第２部 大規模火災・特殊災害対策 
 風水害対策には、洪水等の発生が予測された時点の対応から、洪水発

生後の応急対策を盛り込む。 
 大規模火災・特殊災害対策は、市内で大規模火災が発生した場合の対

応策を盛り込む。また、放射性物質事故災害や毒・劇物などによる人的

被害、道路災害、鉄道事故災害、航空機事故災害など特殊災害に対する

予防及び応急対策を盛り込む。

資料編 

資料１ 条例・協定 
資料２ 図・表等 
資料３ 様式 
 資料編は、地震、風水害、大規模火災、特殊災害に関係する資料を盛

り込む。 
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２．「災害廃棄物対策指針」の概要 

 災害廃棄物対策指針は、都道府県及び市町村における災害廃棄物処理計画の作成に資

することを目的に、平成 23 年３月 11 日の東日本大震災の経験を踏まえ、今後発生が予

測される大規模地震や津波及び水害による被害を抑止・軽減するための災害予防、（被

害抑止・被害軽減）さらに発生した災害廃棄物（避難所ごみ等を含む）の処理を適正か

つ迅速に行うための応急対策、復旧・復興対策について、必要事項を整理したもので

す。 

 

 

  

【第１編 総則】 

□災害廃棄物対策指針の目的や基本的な事項を記載し、重点を実線枠内で強調 

□発災後における各主体の行動を時系列で整理し、全体を見渡せるフロー図を示す 

 

【第２編 災害廃棄物対策】 

□地方公共団体が地域防災計画を踏まえた処理計画の作成に資することを目的として、

阪神・淡路大震災や東日本大震災で体験した課題に対する検討内容を中心に記載 

□災害時の廃棄物処理に係る事項について、地方公共団体が実施する立場で環境省防災

業務計画の内容を記載 

□各項目に資料名・番号を示し、必須資料（資料編）を容易に検索可能 

□特に発生頻度が高い大雨や台風などの水害対策については、関連する部分に（水害）

のマークで強調し、各章の末尾に「水害廃棄物対策の特記事項」を統括的に提示 

□国、地方環境事務所、関係団体の連絡先一覧を掲載 

【第３編 技術資料】 

□本編の項目に関係する情報のうち、主に災害廃棄物処理対策に係る発生量推計方法、

協定書フォーマット、災害廃棄物種類別の処理法方法等を添付 

□東日本大震災で出された環境省や国立環境研究所、被災地方公共団体のマニュアル等

も添付 

□情報の集約化（プラットホーム化）も意識。利用者がイメージしやすいよう具体例 

東日本大震災の事例）を充実。計算例も記載。 

【第４編 参考資料】 

□地方公共団体職員が事務手続きを行ううえで必要な法令や計画、様式集、国庫補助等

＜本編＞ 

＜資料編＞ 
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３．「地域防災計画」の被害想定について 

 

市域全域の地震被害の想定結果 

項目 被害内容 
被害想定数 

震度 6強～震度 5強

物

的

被

害 

建 

物 

木造 

ゆれによる被害 

全壊数 4,365 棟

全壊数 3.7％

半壊数 15,017 棟

半壊数 12.7％

液状化による被害 全壊数 970 棟

急傾斜地による被害 全壊数 13 棟

非木造 

ゆれによる被害 

全壊数 412 棟

全壊数 1.0％

半壊数 1,312 棟

半壊数 3.2％

液状化による被害 全壊数 666 棟

急傾斜地による被害 全壊数 0 棟

火災（冬 18 時、風速

7m/s のケース） 

全出火数 69 件

炎上出火数 12 件

焼失数 276 棟

焼失率 0.17％

交

通 

道路 細街路 

幅員 3.5ｍ未満 閉塞率 28％

幅員 3.5ｍ以上 5.5ｍ未満 閉塞率 16％

幅員 5.5ｍ以上 13ｍ未満 閉塞率 1％

鉄道 

（高架・橋梁区

間） 

ＪＲ京浜東北線 
大被害箇所 高架・橋脚なし

中小被害箇所 高架・橋脚なし

ＪＲ武蔵野線 
大被害箇所 0 か所

中小被害箇所 2.5 か所

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン 

上水道 
断水人口 288,215 人

断水率 49.6％

下水道 
下水機能支障人口 23,057 人

下水機能支障率 4.0％

電力 
電柱折損数 395 本

電柱折損率 1％

危険物施設 

出火 0.5 件

漏えい 12.2 件

破損等 79.5 件

ブロック塀等倒壊数 

ブロック塀 10,045 件

石塀 5,022 件

自動販売機 10,875 件

人的被害 

死者（要配慮者含む・冬 5 時、風速 7m/s） 330 人

要配慮者死者数（冬 5時、風速 7m/s） 98 人

負傷者（重傷者含む・冬 5 時、風速 7m/s） 3,262 人

重傷者（冬 5 時、風速 7m/s） 508 人

避難者（冬 18 時、風速 7m/s） 31,668 人

罹災者注）（冬 18 時、風速 7m/s） 20,584 人

帰宅困難者 
川口市に常住 83,044 人

川口市に勤務 20,049 人

災害廃棄物 
建物倒壊廃棄物 1,465,373ｍ3

火災廃棄物（冬 18 時、風速 7m/s） 9,473ｍ3

 注：罹災者とは住家に被害を受けると予想される世帯員数のことである。 
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